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１．まえがき 

 本技術書は，原子力発電所の耐震設計を行うにあたり，基準地震動策定における原子力

発電所の敷地周辺の活断層等（撓曲や褶曲を含む）の位置，長さ，形状，活動性等を明ら

かにするための，具体的な調査及び評価方法等について，平成21年度～平成 23年度にか

けて，土木学会 原子力土木委員会 活断層評価部会（以下「活断層評価部会」という。）

において検討した結果を取り纏めたものである。ただし，平成 23 年（2011 年）東北地方

太平洋沖地震に関する知見については，現時点で十分解明されているとは言い難いことか

ら，本技術書では，この地震に関する知見については反映できたものは一部に限られ，現

在も議論が継続されている知見については留意事項を付記するに留めている。本技術書の

使用に当たっては，この点について十分留意しなければならない。また，今後の新しい知

見・技術と経験の蓄積に応じて，適宜見直される必要がある。 

 従来，原子力発電所の耐震設計における活断層の調査及び評価に関しては，原子力安全

委員会により 発電用原子炉施設に関する耐震設計審査指針（平成 18 年 9 月 19 日原子力

安全委員会決定）（以下「耐震設計審査指針」という。），発電用原子炉施設の耐震安全性

に関する安全審査の手引き（平成 22年 12月 20日原子力安全委員会了承）（以下「安全審

査手引き」という。）が安全審査に用いる指針類として策定されているほか，原子力安

全・保安院により，海上音波探査に関する安全審査要領案（以下「海上音波探査安全審査

要領」という。）が平成22年 1月に提示されている。 

 これらの指針類に基づいた既設発電所の耐震安全性の確認（以下「耐震バックチェッ

ク」という）は，平成 19 年 4 月から総合資源エネルギー調査会原子力安全・保安部会耐

震・構造設計小委員会に設置された地質・地盤ワーキンググループ（同年 10 月に地震・

津波，地質・地盤合同ワーキンググループに改編）において審議が始まり，平成 20 年 4

月には同ワーキンググループの下に３つのサブグループが編成され審議がなされている。

一方，原子力安全委員会では，耐震安全性評価特別委員会並びに配下の地震・地震動評価

委員会，施設健全性評価委員会及び４つのワーキンググループにおいて平成 19年 12月か

ら審議がなされている。本技術書では，これらの審議に用いられた資料及び電力共通研究

の成果を本文や解説に対する具体的な事例として取りまとめた。事例内に記載されている

評価等の内容については出典資料のままであり，活断層評価部会において修正などはして

いない。また，耐震バックチェックにおいて審議中のものも事例としては取り上げている

ため，今後の審議の進展によっては事例内に記載されている評価等が変更される可能性も

ある。 

 平成 23年 3月 11日に東北地方を襲った地震は，従来の想定をはるかに超えた巨大な地

震・津波が未曾有の被害をもたらした。また，この地震により広範囲に亘って応力場の変

化が生じ，これまで地震活動がほとんど観測されていない地域で地震活動が活発になり，

同年 4 月 11 日の福島県浜通りの地震では，従来，活動的ではないと考えられていた湯ノ

岳断層に沿って明瞭な地表地震断層が現れた。これを機に原子力安全委員会に地震・津波

関連指針等検討小委員会が新たに設置され，耐震設計審査指針及び関連指針類に反映させ

るべき事項について検討がなされている。また，原子力安全・保安院では，地震・津波の

解析結果の評価に関する意見聴取会において，今回の地震に関する新たな科学的・技術的

知見について耐震安全性評価に対する反映方針の検討がなされている。その他各機関にお

いても地震及び津波の想定方法等について研究が進められているところである。 

 このように，指針類の改訂作業がなされている最中，本来なら，この改訂を踏まえるべ
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きであるが，各機関において検討の途上であり今後も継続して研究が進められることから，

本技術書では，現時点での経験や知見を取りまとめることとし，原則としてこれまでの耐

震バックチェックにおける事例等を基に作成した。 
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２．用語の定義 

 

 

（1) 活断層 

 「耐震設計審査指針」においては，『活断層』とは最近の地質時代に繰り返し活動

し，将来も活動する可能性のある断層をいうとしており，『耐震設計上考慮する活断

層』は，最終間氷期の地層又は地形面に断層による変位・変形が認められるか否かを

認定した上で，後期更新世以降の活動が否定できないものとしている。本技術書にお

いてもこの定義及び認定に従うこととする。 

 

（2) 変動地形 

 地殻変動に起因する特徴的な地形。地形の切断・屈曲，撓曲，傾動・逆傾斜等とし

て確認される。組織地形（地質構造を反映した浸食等による地形）の対義語。なお，

広くは，隆起や沈降などの地殻変動によって形成された，山脈，高原，盆地，平野，

海溝，海嶺などの大きな起伏も変動地形と呼ぶこともある。（JEAG4601-2008） 

 

（3) 活断層の疑いのある地形 

 変動地形学的調査によって判読される，リニアメントなどの断層運動に起因する可

能性がある地形を，本技術書では「活断層の疑いのある地形」と呼ぶ。ただし，事例

等で，「活断層の疑いのある地形」と同義でリニアメントと記載されているものについ

ては，修正せずにそのまま掲載してある。 

 なお，リニアメントとは，地形図や空中写真等において判読される，直線あるいは

ゆるやかな弧状に配列する地形的な特徴であり，地殻変動に起因するもののほか，既

に活動が終息した断層，地質構造，堆積構造などを反映したものがある。 

 

（4) 最終間氷期 

 過去数百万年でより温暖な時期の間氷期うち，後氷期（完新世）を除く最新の時代

で，海洋酸素同位体ステージ（MIS）5と同義。MIS 5は約7万1千年前から約13万年前と

される。（年代はLisiecki and Raymo （2005)による） 

 

（5) 後期更新世 

 前期・中期・後期と三分される更新世のうち，最も新しい時代で，12万6千年前から

1万1千7百年前までの地質年代のこと。（年代は日本第四紀学会HPによる） 

 

（6) 活褶曲・活撓曲 

 層状の地層が連続的に波状に変形する構造を褶曲と呼び，厚く重なった地層の一部

が連続したまま屈曲する現象を撓曲と呼ぶ。その内最近の時代から将来にかけて変動

が継続する可能性があるものを活褶曲・活撓曲と呼ぶ。（JEAG4601-2008） 

 

（7) 震源断層 

 地震の震源となる断層。地表付近で認められる活断層に対して，地震発生深度に達

する地下空間において２次元的に広がる断層面を有するもの。 

 

 

http://www.nsc.go.jp/shinsashishin/pdf/1/si004.pdf�
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（8) 起震断層 

 まとまって１つの地震を発生させる可能性が高い近接する活断層のグループ。 

 

（9) 活動セグメント 

 活断層を，過去の活動時期，平均変位速度，平均活動間隔，変位の向きなどに基づ

いて区分した断層区間のこと。Behavioral segmentと同義。 

 

（10) アスペリティ 

 震源断層面のうち，通常は強く固着していて，あるとき急激にずれて強い地震波を

出す領域。 
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３．調査の計画と実施 

３．１ 全体計画 

 

 「耐震設計審査指針」，「安全審査手引き」及び「海上音波探査安全審査要領」の要求

を満たすように調査を計画し実施する。 

 調査目的は，敷地周辺の地質・地質構造，広域テクトニクス，更に基準地震動策定に

おける耐震設計上考慮する活断層の位置，長さ，形状，活動性などの把握であり，調査

計画は，検討対象とする活断層を見逃すことがないように策定することが重要である。 

 調査範囲は，敷地周辺 30km 程度，敷地近傍 5km 程度を目安として設定し，調査範囲の

広さに応じて，得られる成果品の精度・縮尺等を予め規定しておくことが必要である。 

 また，文献等で指摘されている活断層等が敷地へ与える影響が大きいと想定される場

合には，30km以遠についても調査対象とする。 

 調査手法は，調査地域の地質・地質構造，地震活動の性質及びテクトニクス的背景を

踏まえ，変動地形学，地質学，地球物理学的手法等を適切に組み合わせる。 

 調査計画の策定に当っては，個々の調査結果・評価が他の調査項目と密接に関連する

ことから，調査・評価の全体の流れを十分検討するとともに，必要に応じて調査計画の

見直しを行う。本技術書における調査及び評価の流れを図３－１に示す。 

 

〔解説〕 

 文献活断層の中には，空中写真判読では地形要素が認められない，地質学的な根拠がな

い等の認定根拠が明確でない活断層がある場合があるが，その際にも，重要な活断層を見

逃すことがないようにとの観点から，必要に応じて調査を実施するなど，慎重な調査計画

の策定と実施及び評価が必要である。 

 活断層の長さや活動性の評価を行う際に，必要に応じてボーリング調査，トレンチ調査，

物理探査等を実施する。特に以下の場合においては，詳細な調査が必要となる。 

 

① 変動地形学的調査及び地表踏査で地表において活断層の一部が認められ，その延長

への連続が想定されるが，厚い完新統や風化岩が分布する等のために必要な資料を

十分に取得できない場合 

② 活断層の疑いのある地形が個々には短いか又は不明瞭であっても，断続や雁行によ

る連続が想定され，規模や活動性に関する資料が得られない場合 

③ 活断層の疑いのある地形に対応して顕著な重力異常や微小地震が認められる場合 

 

 また，調査範囲については，敷地周辺 30km 程度，敷地近傍 5km 程度を目安とするが，

敷地へ与える影響が大きいと想定される場合には 30km 以遠についても調査対象とし，平

成 23 年（2011 年）東北地方太平洋沖地震で得られた知見等，関連する新知見に留意して

調査範囲を設定する必要がある。 

 なお，平成 23 年（2011 年）東北地方太平洋沖地震では，海洋プレート内地震が観測さ

れた。海洋プレート内地震は海溝の陸側から見て外側で起きるため地震動による影響は比

較的小さいが津波の波源として考慮が必要な場合がある。また，海底地すべりが津波をも

たらすとの指摘もある。本技術書は，津波波源のための活断層等の調査においても参考と

なるが，海底地すべりの調査やより遠方の活断層の調査が必要となる場合があるなど留意

が必要である。 

http://www.nsc.go.jp/shinsashishin/pdf/1/si004.pdf�
http://www.nsc.go.jp/shinsashishin/pdf/1/101220_1.pdf�
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質

構
造

等
を

解
明

し
，

活
断

層
の

位
置

，
形

状
，

活
動

性
等

を
明

ら
か

に
す

る
。

3
.4

 地
表

地
質

調
査

概
査

に
よ

り
調

査
範

囲
内

の
地

質
・地

質
構

造
を

把
握

し
，

精
査

に
よ

り
文

献
調

査
や

変
動

地
形

学
的

調
査

に
よ

る
活

断
層

の
疑

い
の

あ
る

地
形

・
地

質
構

造
に

つ
い

て
，

断
層

・撓
曲

の
存

否
，

位
置

，
性

状
及

び
活

動
性

を
明

ら
か

に
す

る
。

４
．

調
査

結
果

の
解

釈

６
．

調
査

の
信

頼
性

及
び

調
査

結
果

の
表

示
様

式

N
o

5
.2

 断
層

モ
デ

ル
の

パ
ラ

メ
ー

タ
の

設
定

調
査

結
果

に
基

づ
き

，
断

層
モ

デ
ル

の
パ

ラ
メ

ー
タ

設
定

に
資

す
る

デ
ー

タ
の

整
備

を
行

う
。

活
断

層
調

査
か

ら
設

定
す

る
こ

と
が

で
き

る
パ

ラ
メ

ー
タ

と
し

て
は

，
す

べ
り

角
，

断
層

面
の

傾
斜

角
，

ア
ス

ペ
リ

テ
ィ

の
位

置
等

が
挙

げ
ら

れ
る

が
，

一
義

的
に

決
定

で
き

な
い

場
合

あ
る

。
パ

ラ
メ

ー
タ

は
，

断
層

周
辺

の
地

質
構

造
や

広
域

応
力

場
と

の
整

合
性

が
考

慮
さ

れ
る

必
要

が
あ

る
。

5
.1

 考
慮

す
べ

き
活

断
層

の
長

さ
の

評
価

活
断

層
長

さ
は

，
地

表
あ

る
い

は
地

下
浅

部
に

存
在

す
る

活
断

層
の

分
布

等
を

基
に

評
価

す
る

。
必

要
に

応
じ

て
，

微
小

地
震

の
活

動
等

地
球

物
理

学
的

知
見

を
参

考
に

評
価

す
る

。
長

大
な

活
断

層
あ

る
い

は
複

数
の

活
断

層
が

近
距

離
に

断
続

し
て

分
布

す
る

場
合

に
は

，
セ

グ
メ

ン
ト

区
分

等
を

考
慮

し
て

，
起

震
断

層
を

設
定

し
考

慮
す

べ
き

断
層

の
長

さ
を

決
定

す
る

。

（
本

技
術

書
の

対
象

外
）

4
.1

 地
質

層
序

区
分

調
査

範
囲

内
に

分
布

す
る

地
層

を
区

分
し

，
各

層
の

水
平

方
向

及
び

鉛
直

方
向

の
分

布
・
連

続
性

に
つ

い
て

検
討

す
る

と
と

も
に

，
そ

れ
ら

の
地

層
の

構
成

岩
種

，
岩

相
，

層
序

及
び

地
質

時
代

に
つ

い
て

検
討

す
る

。

4
.2

 陸
域

に
お

け
る

詳
細

検
討

を
行

う
断

層
の

抽
出

活
断

層
の

疑
い

の
あ

る
地

形
を

す
べ

て
抽

出
す

る
。

詳
細

検
討

を
行

う
断

層
を

抽
出

す
る

際
に

は
，

敷
地

へ
の

影
響

等
を

勘
案

し
て

，
適

切
に

選
定

す
る

。

4
.3

 海
域

に
お

け
る

断
層

の
認

定
海

上
音

波
探

査
記

録
上

の
反

射
面

に
断

層
運

動
を

示
す

変
位

・
変

形
の

累
積

が
認

め
ら

れ
る

か
否

か
を

判
断

す
る

。

4
.4

 断
層

の
活

動
性

の
解

釈
後

期
更

新
世

以
降

の
活

動
が

否
定

で
き

な
い

断
層

を
耐

震
設

計
上

考
慮

す
べ

き
活

断
層

と
す

る
。

そ
の

認
定

に
当

た
っ

て
は

，
最

終
間

氷
期

若
し

く
は

そ
れ

以
前

の
地

層
ま

た
は

地
形

面
に

断
層

に
よ

る
変

位
・

変
形

が
認

め
ら

れ
る

か
否

か
に

よ
っ

て
判

断
す

る
こ

と
が

で
き

る
。

適
当

な
地

層
等

が
存

在
し

な
い

場
合

に
は

，
近

傍
の

地
形

・地
質

の
状

況
等

に
よ

っ
て

評
価

す
る

こ
と

も
で

き
る

。

陸
海

の
地

質
・
地

質
構

造
の

対
比

・
連

続
性

の
確

認

７
．

プ
レ

ー
ト

間
地

震
に

関
す

る
調

査

歴
史

記
録

等
を

検
討

す
る

必
要

が
あ

る
が

，
歴

史
記

録
が

存
在

し
な

い
場

合
で

も
，

古
地

震
学

的
調

査
，

考
古

学
的

調
査

，
敷

地
周

辺
の

海
成

段
丘

の
分

布
や

津
波

堆
積

物
等

の
資

料
に

つ
い

て
検

討
す

る
。

震
源

領
域

の
最

大
規

模
の

連
動

を
適

切
に

設
定

す
る

。
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３．２ 文献調査 
 

 文献調査は，敷地周辺及び敷地近傍の地形，地質・地質構造及び地震活動の状況又は

テクトニクス的背景を明らかにし，引き続き実施される変動地形学的調査，地表地質調

査，海域調査及び物理探査において検討対象とする活構造（活断層，活褶曲，活撓曲）

の存在，活動履歴，地震発生様式などを抽出することを目的とする。 

 調査範囲は，敷地中心から概ね100km以内を対象とするが，遠方の長大活断層又は規模

の大きな地震等による敷地への影響が考えられる場合には，それらを含む地域について

も文献調査の対象とする。 

 収集対象とする文献は，地形（特に，変動地形），地質・地質構造（特に，活断層

等），過去の地震（歴史地震及び微小地震活動の状況），津波，ＧＰＳ等の測地資料，地

球物理学的調査研究（重力，磁気など）に関する資料とし，個々の内容に応じて整理す

る。 

 

 

〔解説〕 

 対象とする文献・資料は，学術雑誌に掲載の文献，公刊の地形図・地質図類のほかに，

他機関が保有する音波探査，重力探査，磁気探査等の記録・データも対象とする。なお，

他機関が保有する記録・データについては，その目的・仕様などに十分留意して解析等を

行うことが重要である。 

 また，収集に当たっては，その対象を幅広く計画しておくことが望ましく，必要に応じ

て道路・トンネル・鉄道などの公共構築物建設に係る調査及び工事記録あるいはその他未

公開資料なども収集の対象として検討する。 

 更に，以後の各種調査が進み結果が纏まった段階においても，常に最新の文献・知見の

収集に努め，必要に応じて，それらに基づいた調査結果の再評価の必要性を検討する。 
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〔事例〕 

 

 収集文献の例（１）：全国規模で取り纏められた資料 

 

① 活断層研究会編（1991）：「 [新編] 日本の活断層」分布図と資料 

② 小池・町田編（2001）：日本の海成段丘アトラス 

③ 池田ほか編（2002）：第四紀逆断層アトラス 

④ 中田・今泉編（2002）：活断層詳細デジタルマップ 

⑤ 海域地質構造マップワーキンググループ（2001）：日本海周辺海域中新世最末期以降

の構造発達史 

⑥ 地震調査研究推進本部資料 

⑦ 宇佐美龍夫（2003）：最新版 日本被害地震総覧 「416」－2001 

⑧ 渡辺偉夫（1998）：日本被害津波総覧 第 2版 

⑨ 佐藤良輔 他 編著（1989）：日本の地震断層パラメター・ハンドブック 

など 

 

 収集文献の例（２）：地域ごとの資料 

 

① 地質調査所又は地質調査総合センター：地域地質研究（５万分の１地質図幅） 

② 東京大学出版会：日本の地形 

③ 各都道府県：各県の地質図及び説明書 

④ 海上保安庁：２０万分の１海底地形図及び海底地質構造図 

⑤ 地質調査所：２０万分の１海洋地質図 

⑥ 国土地理院：１０万分の１沿岸広域地形図及び土地条件図 

⑦ 海上保安庁：５万分の１沿岸の海の基本図 

⑧ 地質調査所：地域重力図 

⑨ 地質調査所：５０万分の１活構造図 

⑩ 国土地理院：都市圏活断層図 

など 

 

 収集文献の例（３）：個別地域の地形・活断層に関する資料・学術誌 

 

① 第四紀研究 

② 活断層研究 

③ 地震 

④ 地質学雑誌 

⑤ 地球科学 

⑥ 地理学評論 

など 
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３．３ 変動地形学的調査 

 

 変動地形学的調査は，変動地形学的視点により，活断層等の存在を判断する活断層の

疑いのある地形を抽出することと，抽出した活断層等の活動性等について検討すること

を主な目的とする。 

 調査範囲は，「３．１ 全体計画」に記載のとおりとする。 

 調査手法については，段丘面等の地形面を抽出し分類するとともに，活断層等の存在

を判断する活断層の疑いのある地形を抽出するために，空中写真や地形図等を用いて空

中写真判読等を行うのが一般的である。また，空中写真判読等だけでは認定の難しい微

地形については，必要に応じて，現地測量や航空レーザ測量等の最新技術を用いるのが

よい。 

 

 

〔解説〕 

 変動地形学的視点とは，地形発達過程及び地形の成因の考察に基づき，広範囲にわたる

段丘面等の地形面の変位・変形，並行する河川の系統的な屈曲といった，変動地形に関す

る多くの指標を手掛かりとして，活断層等の存在の可能性を検討することである。また，

地形面の特徴や活断層の疑いのある地形の性状などの一定の指標に基づいて，活断層の疑

いのある地形を全て抽出することが重要である。 

 活断層の疑いのある地形の認定に当たっては，次に示す各事項の内容に留意して基準を

作成し，検討することが望ましい【事例３．３－１】。 

 

① 段丘面などの地形面上と山地・丘陵地内とに分けて，崖・撓み・その他の高度不連

続などの断層の縦ずれ変位に起因する地形と，崖や尾根・谷の屈曲などの断層の横

ずれ変位に起因する地形とについてそれぞれ基準を示していること。 

② 断層変位に伴う地形の切断・屈曲だけでなく，撓曲，傾動，逆傾斜などのように地

表に断層変位を示さないものも抽出対象としていること。 

③ 活断層の疑いのある地形は，明瞭さだけでなく，連続性，地形要素の構成などに着

目していること。 

④ 地殻変動に起因するものであることの可能性の低いものまでもれなく含むこと。 

 

 調査範囲は，抽出した活断層等の存在を判断する活断層の疑いのある地形の周辺だけで

なく，段丘面等に現れている広域的な変形も検討対象とする。 

 広域的な変形とは，沖積面や段丘面，斜面等の地形面の変形（撓曲，傾動，波状変形），

段丘面から復元される過去の河床縦断面の変形，海成段丘面・旧汀線の高度変化及び堆積

物に現れている撓曲構造等の幅数十メートル～数十キロメートルにわたる変位・変形をい

い，これらに着目して検討する必要がある【事例３．３－２】。また，地域によっては，

海岸付近の離水ベンチ，ノッチ等の分布及び海棲生物（カキ，ヤッコカンザシ等）の分布

高度に着目したり，広域的な応力場の把握，隆起・沈降傾向の把握も必要である【事例３．

３－３】。特に段丘面が示す旧汀線高度分布の把握は，広域的な変形の認定に重要であり，

同一編年の段丘面上における明瞭な旧汀線等，同じような条件のポイントで高度を算定し

て比較することが重要である。 

 変動地形学的調査から，地形面あるいは地形要素の成因が特定できない場合には，地表
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地質調査の実施についても必要により検討する。 

 使用する空中写真は，適切な撮影時期の写真を選定することが重要である。特に，地形

改変が進んでいる地域では改変前に撮影された写真を使用するのがよい。 

 使用する空中写真の縮尺の選定も重要である。例えば，小縮尺の空中写真を用いて広域

的な地形を概観した上で，大縮尺の空中写真を用いれば，小縮尺の空中写真で見落とされ

ていた微地形が確認できる場合もある。更に，航空レーザ測量による詳細な検討により，

微地形の成因を特定できる場合もある。また，植生の影響のため空中写真等では判読でき

ないより微小な地形面についても，航空レーザ測量が有効な場合がある。 

 ただし，航空レーザ測量による詳細地形データに基づく検討に当たっては，下記につい

て留意する必要がある。 

 

① 航空レーザ測量の計画に当たっては，目的や調査対象の地形等に応じて測量範囲，

メッシュの大きさ，実施時期等を適切に選定する必要がある【事例３．３－４，

５】。 

② 航空レーザ測量の信頼性に関しては，ノイズや樹木，建物等を取り除く作業を行っ

た結果得られた数値標高モデル（DEM）データについて，十分な測点が得られている

ことの検証が必要である【事例３．３－６】。 

③ 地形の改変が進んでいる場所では，本来の地形を確認できない可能性が高く，地形

改変前の空中写真に基づいて図化した地形図を用いたほうが有効な場合がある【事

例３．３－７】。 

 

 空中写真判読等に用いる主な資料として，以下のものがある。 

 陸域については， 

 

① 国土地理院，日本林業技術協会，米軍で撮影された空中写真及び事業者で撮影した

空中写真（縮尺４万分の１，２万分の１，１万分の１等） 

② 国土地理院発行の地形図及び国土基本図，地方自治体発行の森林基本図，都市計画

図等 

③ 航空レーザ測量による高解像度の地形データに基づく等高線図及び立体地図等【事

例３．３－８～１０】 

 

 海域については， 

 

① 音響測深法（マルチビーム，シングルビーム）による地形データに基づく海底地形

図（「３．５ 海域調査」参照） 

 

 変動地形学的調査結果（地形調査結果を含む）の表示方法として，以下のものがある。 

 

① 活断層の疑いのある地形の分布図，空中写真判読図等 

② 段丘面分布図，段丘面高度分布図等 

③ 航空レーザ測量により取得した詳細データに基づく段彩図，陰影図，鳥瞰図，立体

地図，傾斜区分図等 
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〔事例〕 

【事例３．３－１：空中写真判読の基準事例】 

 空中写真によって判読された活断層の疑いのある地形については，地形形態，基準地形，

比高等を整理するとともに，地形的特長，連続性，明瞭さ等の要素から，表に示す判読基

準に基づき，変位地形の可能性の高いものから，ＬＡ，ＬＢ，ＬＣ，ＬＤの 4 ランクに区分

している。 

 

 

経済産業省 総合資源エネルギー調査会 原子力安全・保安部会 耐震・構造設計小委員会 

地震・津波，地質・地盤合同ワーキンググループ Ｂサブグループ（第6回） 

http://www.nisa.meti.go.jp/shingikai/107/3/2/006/6-6-2-1.pdf 
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【事例３．３－２：海成段丘の旧汀線高度分布による検討事例】 

 地震による地殻変動と海成段丘面の旧汀線高度変化との関係について検討を行っている。 

 

 

 

原子力安全委員会 耐震安全性評価特別委員会 地震・地震動評価委員会及び施設健全性評

価委員会（合同) ワーキング・グループ２（第5回) 

http://www.nsc.go.jp/senmon/shidai/taishin_godo_WG2/taishin_godo_WG2_05/siryo2.pdf 

 

 

 

 



 13

【事例３．３－３：離水ベンチ・ノッチによる検討事例】 

 敷地周辺の離水ベンチとみられる地形について，分布標高や段数から隆起傾向の違いを

調査している。 

 

 

 

経済産業省 総合資源エネルギー調査会 原子力安全・保安部会 耐震・構造設計小委員会 

地震・津波，地質・地盤合同ワーキンググループ（第19回） 

http://www.nisa.meti.go.jp/shingikai/107/3/019/19-2-1.pdf 



【事例３．３－４：航空レーザ測量の仕様例１（航空機編）】 

 航空レーザ測量を行う時には，事前にその目的に沿った諸元を計画する必要がある。以

下の事例は，1943 年鳥取地震震源域においてセスナ機によって航空レーザ測量を行った

際の計画である。広域の地形判読図を作成するなどの目的では，2mDEM を作成しうる以下

の諸元程度が望ましい。 

 

     飛行・計測諸元計画 

 
 

 

土木学会 原子力土木委員会 活断層評価部会 
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【事例３．３－５：航空レーザ測量の仕様例２（ヘリコプター編）】 

 航空レーザ測量を行う時には，事前にその目的に沿った諸元を計画する必要がある。以

下の事例は，2004 年留萌支庁南部の地震震源域においてヘリコプターによって航空レー

ザ測量を行った際の計画である。段丘面の傾動や逆向き低崖の形状など，詳細な地形図が

必要な場合には，1mDEMを作成しうる以下の諸元程度が望ましい。 

 

  

  
 

土木学会 原子力土木委員会 活断層評価部会 
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【事例３．３－６：航空レーザ測量から作成したデータ精度の確認事例】 

 航空レーザ測量による地形データについて，数値標高モデル（DEM）の作成に用いたグ

ランドデータを示し，データ精度の確認を行っている。 

 

 

 

原子力安全委員会 耐震安全性評価特別委員会 地震・地震動評価委員会及び施設健全性評

価委員会（合同）ワーキング・グループ２（第4回） 

http://www.nsc.go.jp/senmon/shidai/taishin_godo_WG2/taishin_godo_WG2_08/siryo2-7.pdf  
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【事例３．３－７：空中写真による図化の事例】 

 人工改変前の国土地理院の空中写真から地形図（DEM)を作成している。 

 

 

 

経済産業省 総合資源エネルギ－調査会 原子力安全・保安部会耐震・構造設計小委員会 

地震・津波，地質・地盤合同ワーキンググループＡサブグル－プ（第27回） 

http://www.nisa.meti.go.jp/shingikai/107/3/1/027/27-2-1-1.pdf 
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【事例３．３－８：航空レーザ測量による検討事例１】 

 航空レーザ測量結果に基づき詳細な地形図を作成することができる。また，任意の区間

について正確な地形断面図を作成することが可能となる。これにより，国土基本図では確

認できないような，より詳細で正確な地形に関する検討が可能となる。 

 

 
経済産業省 総合資源エネルギ－調査会 原子力安全・保安部会耐震・構造設計小委員会 

地震・津波，地質・地盤合同ワーキンググループＣサブグル－プ（第13回） 

http://www.nisa.meti.go.jp/shingikai/107/3/4/013/13-2.pdf 



 19

【事例３．３－９：航空レーザ測量による検討事例２】 

 航空レーザ測量から平面図を作成し，任意の区間について断面図を作成している。 

 

 

 

経済産業省 総合資源エネルギ－調査会 原子力安全・保安部会 耐震・構造設計小委員会 

地震・津波，地質・地盤合同ワーキンググループＢサブグル－プ（第6回） 

http://www.nisa.meti.go.jp/shingikai/107/3/2/006/6-2-1.pdf 
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【事例３．３－１０：航空レーザ測量による段丘面表示例】 

 航空レーザ測量により植生下の高精度の地形データを得ることが可能であり，空中写真

とともにこれを利用した高解像度の地形図や鳥瞰図を示すことで面の広がりや旧汀線の連

続性をより客観的に判断できる。 

 

 

 

原子力安全委員会 耐震安全性評価特別委員会 地震・地震動評価委員会及び施設健全性評

価委員会（合同）ワーキング・グループ２（第4回） 

http://www.nsc.go.jp/senmon/shidai/taishin_godo_WG2/taishin_godo_WG2_04/siryo4-1.pdf  
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３．４ 地表地質調査 

 

 地表地質調査は，概査により調査範囲内の地質・地質構造を把握し，精査により文献

調査や変動地形学的調査による活断層の疑いのある地形・地質構造について，断層・撓

曲の存否，位置，性状及び活動性を明らかにすることを目的とする【事例３．４－１～

３】。 

 地表踏査においては，特に断層露頭や地層が変形している露頭の発見と，その露頭観

察による断層活動時期の特定が重要であり，露頭と活断層の疑いのある地形・地質構造

との位置関係，断層破砕帯の性状，地層の変位・変形構造を詳細に把握する。 

 地表踏査により断層活動の証拠が明確に確認されず，活断層の存在を否定できない場

合は，より詳細な資料を得るために，ボーリング調査，トレンチ調査等を追加実施し，

断層の存否及び活動性の解明に努める。 

 

 

〔解説〕 

 地表踏査により活断層の存在が推定され，敷地への影響が大きいと判断される場合は，

その存在及び形状を確認し，活動区間や変位量を適切に評価するために，断層主部，断層

末端部等の重要な箇所においては，ボーリング調査，トレンチ調査等を追加実施し，調査

密度・精度を上げることが重要である【事例３．４－４】。 

 ボーリング調査，トレンチ調査等は，断層あるいは活断層の疑いのある地形・地質構造

の走向・傾斜，位置関係，調査地点の代表性等を考慮し，位置，規模及び数量を適切に定

める【事例３．４－５，６】。 

 断層活動時期については，断層による変位・変形を受けた地層・地形面と断層による変

位・変形を受けていない地層・地形面との年代関係から推定するため，信頼性の高い地層

の層序対比・編年に関する調査を行うことが重要である。対比・編年に用いる層序として

は，火山灰層序，海洋酸素同位体層序，化石層序，古地磁気層序等がある。特に火山国で

ある我が国においては，火山灰層の鉱物組成，火山ガラスの屈折率測定・成分分析等によ

る火山灰層序は，層位関係の検討に有効な手法となっている。 

 断層活動時期を明らかにするためには，必要に応じて断層により変位・変形した地層及

びこれらを被覆する地層の年代測定を行う。主な年代測定手法としては，以下のものがあ

り，測定年代や試料の種類により適用可能な測定手法が限られることから，目的や条件に

即した手法を適切に選定することが重要であり，測定結果を使用する際にも十分に考慮す

る必要がある。 

 

① 炭素同位体年代（14Ｃ age） 

② フィッショントラック年代（ＦＴ age） 

③ カリウム－アルゴン年代（Ｋ－Ａｒ age） 

④ アルゴン－アルゴン年代（40Ａｒ－39Ａｒ age） 

⑤ ルビジウム－ストロンチウム年代（Ｒｂ－Ｓｒ age） 

⑥ ウラン－トリウム－鉛年代（Ｕ－Ｔｈ－Ｐｂ age） 

 

 また，液状化等の地震随伴事象に関する情報から断層活動時期を推定できる場合もある。 

 断層活動の変位基準となる地層・地形面が分布しない地域においては，地表踏査により
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風化・劣化などの影響を避けた新鮮な箇所で断層破砕帯の固結状況，顕著な粘土状物質の

有無等を確認することが重要である。必要に応じて断層破砕帯から採取した試料について

軟Ｘ線写真，電子顕微鏡等による断層破砕帯の内部構造，構成物質等の詳細な観察，Ｘ線

回折分析，化学分析等を行うことにより，断層の活動性の有無を検討できる場合がある

【事例３．４－７～９】。 

 なお，敷地への影響が明らかに小さいと判断される断層及び活断層の疑いのある地形・

地質構造は，詳細な調査の対象から除外してもよい。 
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〔事例〕 

【事例３．４－１：地表地質調査による地質図の事例１】 

 岩手・宮城内陸地震震源域における地表地質調査の結果例（平面図） 

平成 21-23 年度 電力共通研究「震源断層評価のための活構造調査手法の確立に関する研究」 
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【事例３．４－２：地表地質調査による地質図の事例２】 

 岩手・宮城内陸地震震源域における地表地質調査の結果例（断面図） 

 

平成 21-23 年度 電力共通研究「震源断層評価のための活構造調査手法の確立に関する研究」 
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【事例３．４－３：地表地質調査による地質層序表の事例】 

 岩手・宮城内陸地震震源域における地表地質調査の結果例（層序） 

 地質時代に対応した，地層，柱状図，岩相などについてまとめている。また，調査範囲

が広範囲の場合には，流域ごとにまとめている。 

 

 

2）宮城県（1992）土地分類基本調査「栗駒山・秋ノ宮」５万分の１ 

活断層評価部会 
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【事例３．４－４：断層露頭調査の事例】 

 昭和18年（1943年）鳥取地震震源域における地表地質調査による断層露頭の例 

 地質構造が把握できるよう，露頭クリーニング後，写真撮影，スケッチを行っている。 

 

 

 
 

 
 

活断層評価部会 
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【事例３．４－５：トレンチ調査の事例】 

 地表踏査により活断層の疑いのある地形が判読される区間北部の断層露頭において，

Ｍ１’面堆積物基底面に変位・変形を与えていないことが認められるものの，同地点は

活断層の疑いのある地形の屈曲部に当たるため，活断層の疑いのある地形が判読される区

間中央部においてトレンチ調査及び火山灰分析を追加で実施している。 

 

 
横浜断層に係る「地盤耐震意見聴取会」，「使用済燃料貯蔵事業ご意見を聴く会（耐震関係）」及び

「Ｊ－ＭＯＸ意見聴取」並びに「総合資源エネルギー調査会 原子力安全・保安部会耐震・構造設計

小委員会 地震・津波，地質・地盤合同ワーキンググループ Ｂサブグループ」（第２回） 

http://www.nisa.meti.go.jp/shingikai/107/3/3/002/2-2-35.pdf 
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【事例３．４－６：ボーリング調査の事例】 

 断層活動が確認されない地域においては，変動地形学的調査，地表踏査，反射法地震探

査等に加えて群列ボーリングを実施し，火山灰層の分布標高を確認している。 

 

 

 

経済産業省 総合資源エネルギー調査会 原子力安全・保安部会 耐震・構造設計小委員会 

地震・津波，地質・地盤合同ワーキンググループ（第26回） 

http://www.nisa.meti.go.jp/shingikai/107/3/026/26-1-2.pdf 
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【事例３．４－７：断層破砕帯から採取した試料による詳細調査の事例１】 

 断層露頭の複数箇所において試料採取を行い，両部分の構造を研磨面や軟Ｘ線写真によ

り詳細に観察・検討している。 

 

 

 

経済産業省 総合資源エネルギー調査会 原子力安全・保安部会 耐震・構造設計小委員会 

地震・津波，地質・地盤合同ワーキンググループ Ａサブグループ（第8回） 

http://www.nisa.meti.go.jp/shingikai/107/3/1/008/a8-3-2.pdf 
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経済産業省 総合資源エネルギー調査会 原子力安全・保安部会 耐震・構造設計小委員会 

地震・津波，地質・地盤合同ワーキンググループ Ａサブグループ（第8回） 

http://www.nisa.meti.go.jp/shingikai/107/3/1/008/a8-3-2.pdf 
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【事例３．４－８：断層破砕帯から採取した試料による詳細調査の事例２】 

 活断層と非活断層の破砕帯の性状を比較するため，複数の破砕帯からそれぞれ試料を採

取し，微小構造解析，色調解析，Ｘ線回折分析及び化学分析を実施している。 

 

 

 

経済産業省 総合資源エネルギー調査会 原子力安全・保安部会 耐震・構造設計小委員会 

地震・津波，地質・地盤合同ワーキンググループ Ａサブグループ（第22回） 

http://www.nisa.meti.go.jp/shingikai/107/3/1/022/22-2-1.pdf 
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経済産業省 総合資源エネルギー調査会 原子力安全・保安部会 耐震・構造設計小委員会 

地震・津波，地質・地盤合同ワーキンググループ Ａサブグループ（第22回） 

http://www.nisa.meti.go.jp/shingikai/107/3/1/022/22-2-1.pdf 
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経済産業省 総合資源エネルギー調査会 原子力安全・保安部会 耐震・構造設計小委員会 

地震・津波，地質・地盤合同ワーキンググループ Ａサブグループ（第22回） 

http://www.nisa.meti.go.jp/shingikai/107/3/1/022/22-2-1.pdf 
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経済産業省 総合資源エネルギー調査会 原子力安全・保安部会 耐震・構造設計小委員会 

地震・津波，地質・地盤合同ワーキンググループ Ａサブグループ（第22回） 

http://www.nisa.meti.go.jp/shingikai/107/3/1/022/22-2-1.pdf 
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【事例３．４－９：断層破砕帯から採取した試料による詳細調査の事例３】 

 トレンチ観察結果などでは，活断層に特徴的な破砕形態や性状は認めらない断層につい

て，トレンチ調査により露出した断層破砕部の薄片観察を行っている。 

 

経済産業省 総合資源エネルギー調査会 原子力安全・保安部会 耐震・構造設計小委員会 

地震・津波，地質・地盤合同ワーキンググループ Ｂサブグループ（第6回） 

http://www.nisa.meti.go.jp/shingikai/107/3/2/006/6-5-2-9.pdf 
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３．５ 海域調査 

 

 海域調査は，敷地周辺海域の海底地形，地質層序，地層分布，地質構造等を解明し，

活断層の位置，形状，活動性等を明らかにすることを目的とする。 

 海域調査は，既往の文献や音波探査記録等を参照し，調査対象海域の地形，地質・地

質構造等を踏まえ，音源及び測定方法の仕様，測線の配置等を適切に策定し，海底地形

調査，海上音波探査等を実施する。また，必要に応じて，海上ボーリング等によって試

料採取を行い，海底の地層を直接確認するとともに，堆積年代を把握する。 

 

 

〔解説〕 

（１）海底地形調査  

 海底地形調査では，調査地域の特性に応じ十分な精度を有する測深調査等により詳

細な海底地形図を作成する。 

 測深調査には，船が航行しながら直下に向けて音波を発振し，海底からの反射波を

連続的に受振するシングルビーム音響測深，船の左右に指向角が広く前後方向に指向

角の狭い音波を発振して，船の真下の水深だけでなく船の左右方向の水深までを一度

に測量するマルチビーム音響測深等がある。 

 マルチビーム音響測深は，シングルビーム音響測深に比べ海底を面で捉えるため，

より精度の高い測深データを取得することができる。また，発振する音波の周波数が

高いほど分解能が高いが対応水深は浅く限られ，周波数が低くなると分解能は低くな

るが対応水深は深くなることから，調査対象海域の水深に合わせて適切な仕様を選定

しなければならない。 

 なお，広域的な海底地形データとして，日本水路協会発行の海底地形デジタルデー

タ等があり，使用することができる。 

 

（２）海上音波探査 

 音波探査記録は，後期更新世以降の断層の活動の有無を評価するために後期更新世

以降の地層の分布・構造が明瞭であること，浅部から深部への変位・変形の累積性の

確認ができるよう分解能及びS/N比の高いデータを得ることが重要である。 

 海上音波探査の実施に当たっては，その可探深度や音波探査記録の分解能が，装置

の仕様（音源，測定方法等）や調査地点の地質等に影響されることから，必要に応じ

て複数の方法を併用することが望ましい【事例３．５－１，２】。 

  ａ．音源 

 海上音波探査における分解能には，垂直分解能と水平分解能があり，前者は音源の

発振波形及び周波数に依存し，後者は反射点の密度（発振間隔等）及び音源の指向性

によって決まる。 

 分解能と可探深度は相反関係にあり，高周波数では，分解能が高いが，エネルギー

の減衰が大きく可探深度が浅くなる。反対に低周波数では，減衰は少なく可探深度は

深くなるが，分解能は低くなる。また，音波探査の可探深度は，分布する地質によっ

ても大きく左右される。 

 音波探査では，一つの音源で高周波数から低周波数までカバーできるものがない。

したがって，音源は，調査対象海域の水深，地質及び調査目的に合わせて選定し，必
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要に応じて併用する【事例３．５－３】。 

 

  ｂ．測定方法 

 測定方法には，反射波を一つの受振器で受振するシングルチャンネル音波探査

と複数の受振器で受振するマルチチャンネル音波探査に大別される。 

  （a）シングルチャンネル音波探査 

 シングルチャンネル音波探査は，比較的高い周波数の音源を用いて，海底下の

比較的浅い部分の明瞭な記録を得るために用いられることが多い。 

 シングルチャンネル音波探査の主な特徴を物理探査学会（2008）から引用（一部

編集）して以下に示す。 

 

① 発振間隔を短くできるので，水平方向に密度の高い地質情報が得られる。 

② 探査装置が小規模で小型船でも調査が可能であるため，マルチチャンネル音

波探査では航行が困難な沿岸域でも調査が可能である。 

③ 多重反射が除去できないため，それより深部の真の反射面形状が読みとりに

くい。 

④ 起伏の多い断面では回折波が多く検出されるため，真の反射面形状が読み取

りにくい。 

 

  （b）マルチチャンネル音波探査 

 マルチチャンネル音波探査は，比較的深部を対象として行うことが多い。マル

チチャンネル音波探査の対象深度は，使用する音源，ストリーマケーブルの長さ

及び地質に左右される。 

 マルチチャンネル音波探査の主な特徴を物理探査学会（2008）から引用（一部編

集）して以下に示す。 

 

① 複数の受振器からの反射波を重合することにより S/N 比の高いデータが得ら

れ，より深部の微弱な信号を検出することができる。 

② データ処理により多重反射や回折波を除去することができるので，より深部

まで真の反射断面形状が得られる。 

③ 地層の音波伝播速度を推算できる。 

④ 大型船による調査となり，また，曳航するストリーマケーブルが長い（数百

m）ことから，調査実施箇所に制約がある。 

 

  （c）定置式マルチチャンネル音波探査 

 定置式マルチチャンネル音波探査は，ストリーマケーブルを曳航できないよう

な水深の浅い沿岸部で海底に複数の受振器（ベイケーブル）を敷設し，反射波を

観測する方式であり，陸域と海域の地質・地質構造を連続的に把握する場合等に

用いられる。 

 

  （d）ショートマルチチャンネル音波探査 

 ショートマルチチャンネル音波探査は，チャンネル数が少なくチャンネル間隔

の狭いストリーマケーブルを曳航し，反射波を観測する方式である。 



 38

 前述のマルチチャンネル音波探査と比べ，探査装置が小規模で小型船に搭載さ

れ，ストリーマケーブルが短いことから，マルチチャンネル音波探査で調査不可

能であった沿岸域において，シングルチャンネル音波探査に比べ S/N 比が高いデー

タを得ることができる。 

 ショートマルチチャンネル音波探査は，ブーマー，ウォーターガン等の音源を

用い，浅部～中深部の高分解能の記録を得る目的で使用される。 

 

  （e）三次元音波探査 

 三次元音波探査は，複数のストリーマケーブルを曳航し同時に受振を行うマル

チチャンネル音波探査で，海底の地質・地質構造を三次元的に把握することがで

きる。複数のストリーマケーブルを大型船で曳航することから，実施に当たって

は，他の測定方法に比べ地形や海象等による制約が大きい。 

 なお，測線間隔を反射面の対比が容易に行える程度に二次元音波探査をちゅう

密にすることで，三次元音波探査と同様のデータを得ることができる。 

 

  ｃ．測線計画 

 音波探査には，敷地周辺海域の大局的な地質・地質構造の解明を目的とする調査と

断層の活動性の評価を目的とする調査がある。測線は，それぞれの目的に応じ，海底

地形，地質構造，調査地域の障害物等を考慮して，適切に配置しなければならない。 

 大局的な地質・地質構造の解明を目的とする調査では，4km 程度の格子状の測線を

配置することが望ましい。 

 断層の分布・活動性の解明を目的とする調査ではより密な測線間隔で，断層に直交

した測線を配置することが望ましい。また，断層の端部やその延長部においては，断

層や大局的な地質構造に直交した複数の測線を設定することにより，活動性の変化を

連続的に捉えることができる場合がある。 

 既往の調査資料等との対比により地質層序を対比・編年する場合は，その妥当性を

高めるため，既往調査位置又はその近傍に測線を設け，反射面を連続して追跡できる

ことが望ましい。 

 陸域と海域の境界部において，陸域と海域の地質･地質構造を連続的に把握する場

合には，定置式マルチチャンネル音波探査等を用いて陸域から海域に連続する調査測

線を設定することができる。ただし，沿岸部は，地形的な制約や障害物等で測線の設

定が困難な場合が多いことに留意する。 

 

  ｄ．データ処理 

 マルチチャンネル音波探査やシングルチャンネル音波探査（デジタル収録したも

の）については多重反射やノイズの除去処理等のデータ処理を適切に行わなければな

らない。 

 海上音波探査のデータの処理は，作業実施者が設定したパラメータに依存する。信

号処理の過程で真の情報が何らかの原因で弱められたり，偽の情報が現れ，真の情報

が見えにくくなること等があることから，処理前後の比較を行ったり，マルチチャン

ネル音波探査のデータでは，ニアトレースや同一測線で実施している既往のシングル

チャンネル音波探査記録と比較することで処理の妥当性を確認することが望ましい。 
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（３）試料採取 

 音波探査記録は，反射波の強弱を連続したもので，地層の組成物については，反射

パターンである程度は推定されるが，堆積年代を直接確認することはできない。音波

探査により区分した音響層序に対応する地層の年代を確認するためには，海上ボーリ

ング等による試料採取を行い，採取した試料について年代測定等を行うことが望まし

い。 

 試料採取方法としては海上ボーリング，ピストンコアボーリング，ドレッジ等があ

り，対象とする地層及び調査実施箇所の状況に応じて適切な方法を選択しなければな

らない。 

 海上ボーリングは，海上に足場を設置し，コアボーリングにより柱状試料を採取す

る方法で，地質の制約が比較的少なく深部まで柱状試料を採取することができる。 

 ピストンコアボーリングは，船上から吊り下げたサンプラーを海底に突き刺し，数 m

～十数mの柱状試料を採取する方法である。岩盤及び礫の採取は困難であるが，泥質な

いし砂泥堆積物については大きく撹乱させることなく柱状に採取できる。 

 海上ボーリング及び柱状採泥は，採取した柱状試料による経時的な堆積状況の把握

が可能であり，断層の活動性評価において重要な第四系の堆積物の編年に有効である。 

 ドレッジは，バケツ型の採泥器で，海底を引っ掻き表層の底質を採取する方法であ

る。採泥器の機構は比較的簡単であり，採取作業も比較的容易であるが，海底表面を

曳航することから，採取位置の精度が悪く，試料も乱される。そのため，年代測定試

料として岩石試料を採取する場合等に用いられることが多い。 

 耐震設計上考慮する活断層の評価では，上部更新統の確認が重要であることから，

海上ボーリングやピストンコアボーリングにより，浅部の地層の試料採取を行い，採

取した試料の年代測定等を行うことにより，地層の対比・編年を行うことが望ましい

【事例３．５－４】。 

 試料採取位置の選定に当たっては，海水準変動等による侵食の影響や変動地形の影

響等を受けていない地点が望ましい。また，試料採取した地層が音波探査記録の反射

面を用いて追跡できるよう，調査地点は測線上又はそのごく近傍で，かつ，反射面の

追跡が困難となるような断層や地質構造を跨がないで展開できるような地点が望まし

い。 

 

 海上音波探査，試料採取等ついては，海洋調査協会（2004），物理探査学会（2008），日

本水路協会（2008）に詳しいので参考となる。 
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〔事例〕 

【事例３．５－１：海上音波探査の仕様の事例】 

 敷地周辺海域の海上音波探査では，主に大局的な地質･地質構造の把握を目的としたマ

ルチチャンネル音波探査，断層の活動性評価を目的とした浅部における鮮明なデータの取

得が可能なシングルチャンネル音波探査を実施し，調査地点の地質等を考慮し，音源等の

仕様を決定している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

原子力安全委員会 耐震安全性評価特別委員会 地震・地震動評価委員会及び施設健全性評

価委員会（合同） ワーキング・グループ３（第14回） 

http://www.nsc.go.jp/senmon/shidai/taishin_godo_WG3/taishin_godo_WG3_14/siryo4.pdf 
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【事例３．５－２：測線配置の事例】 

 敷地周辺海域の海上音波探査では，既存文献等で示されている地質･地質構造を参考に

測線の方向，間隔等を設定し，断層の端部等においては測線を密に配置している。また，

30km 以遠においても，必要に応じて，断層の活動性･連続性の評価及び既存ボーリングか

らの地層の追跡･対比を行うための測線を配置している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

原子力安全委員会 耐震安全性評価特別委員会 地震・地震動評価委員会及び施設健全性評

価委員会（合同） ワーキング・グループ３（第14回） 

http://www.nsc.go.jp/senmon/shidai/taishin_godo_WG3/taishin_godo_WG3_14/siryo4.pdf 
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【事例３．５－３：代表的な音源の諸元の事例】 

 音源によって分解能や可探深度が異なる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（社団法人 物理探査学会 標準化検討委員会（2008）より引用）

図1 音源周波数と分解能・可探深度との関係
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【事例３．５－４：海上ボーリング試料による地質年代対比の事例】 

各地層の地質年代について，敷地周辺海域の海上音波探査測線上において実施した海

上ボーリング調査結果を基に，ボーリング試料等の年代分析を行っている他機関等の地質

年代を参考として対比を行っている。 

なお，海上ボーリング調査試料については，火山灰分析，放射性炭素年代測定，花粉

分析等を実施している。 

 
調査位置図 
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海上ボーリング調査結果 

 
海上ボーリング調査結果と音波探査記録の対比 
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海域の地質層序 

原子力安全委員会 耐震安全性評価特別委員会 地震・地震動評価委員会及び施設健全性評

価委員会(合同) ワーキング・グループ２(第 30回) 

http://www.nsc.go.jp/senmon/shidai/taishin_godo_WG2/taishin_godo_WG2_30/siryo2-1.pdf 

 



 46

３．６ 物理探査 

 

 物理探査（地球物理学的調査）は，断層の地下構造及び褶曲等の広域的な地下構造を

明らかにすることを目的とする。 

 調査範囲は，基本的に敷地中心から半径 30km の範囲とし，敷地への影響が大きい活断

層が想定される場合は，半径30km以遠も対象とする。 

 平野等の新しい堆積物の変形を明らかにし，活断層の存否を確認する必要がある場合

には主に浅部構造探査を行い，深部の断層形状や褶曲構造を解明する必要がある場合に

は主に深部構造探査を行う。 

 物理探査には，反射法地震探査，屈折法地震探査，重力探査，電気探査，電磁探査等

の手法があり，調査対象とする地域の地質・地質構造，調査目的，現地状況等を踏まえ

て，適切な手法を選択して実施する。 

 なお，他機関データが利用可能な場合は，必要に応じてデータの入手，再解析を行

い，その上で，事業者独自の物理探査の必要性を検討する。 

 物理探査の結果は，変動地形学的調査，地表地質調査等によって想定される地表の活

断層や地表付近の地質構造の特徴と，相互に矛盾のない合理的な説明ができることを確

認するなど，総合的な検討を行う。 

 

 

〔解説〕 

（１）反射法地震探査【事例３．６－１】 

 反射法地震探査は，地表付近で人工的に発生させた弾性波（Ｐ波又はＳ波）が，地

中を伝播し，再び地表に戻ってきた反射波を地表に多数設置した受振器で測定し，地

下構造を推定する手法である。 

 この探査は，水平層の仮定に基づいた重合を基本とした方法であるので，急峻な地

形や極端に凹凸が激しい地形では適用が難しい。 

 また，反射波は，音響インピーダンス（地層の密度と弾性波伝播速度の積）の境界

を反射面とするため，上位に位置する地層と下位に位置する地層の音響インピーダン

スのコントラストが小さい場合には，その地層境界を把握することは難しい。 

 

（２）屈折法地震探査【事例３．６－２】 

 屈折法地震探査は，地表付近で人工的に弾性波（Ｐ波又はＳ波）を発生させ，地下

の速度の異なる地層境界で屈折して戻ってきた屈折波を，地表に設置した装置で測定

し，地下構造を推定する手法である。 

 地中を伝播する弾性波には，Ｐ波とＳ波があるが，屈折法ではＰ波の初動を利用し

た測定方法が一般的である。一方，Ｓ波探査は，比較的浅部の速度構造を求める場合

に実施される事例が多い。 

 屈折法は，地盤の深部ほど弾性波速度が速くなるという層状の速度構造を想定して

解析される。このため，火山岩分布域や，深層風化若しくは破砕を受けた軟質岩上に

緻密な溶岩などの硬質岩が分布する地域などでは，適用が困難な場合がある。 

 層状の速度構造であっても，下位の速度層の層厚が薄い場合はブラインド層となり，

屈折波が初動として地表に現れず，下位の層が検出されないことがある。 

 測線に平行又は鋭角に高速度層が分布する場合は，測線に直交する測線を追加する

などして，解析精度を高めることが望ましい。 
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（３）重力探査【事例３．６－３，４】 

 重力探査は，地表における重力の値が地下に分布する岩石・岩盤の密度，分布深度

及び形状を反映することを利用し，地表において重力を測定し，地下構造を推定する

手法である。 

 地下に密度の大きい岩盤が存在する場合や，同じ密度であっても深度が浅い場合に，

地表の重力が大きく測定される。 

 測点付近に存在する大きな建造物や地形が急激に変化する箇所は，微小な測定値に

影響を与えるため，これらを避けることが望ましい。 

 

（４）電気探査 

 電気探査は，地層の状態に応じて電流の流れやすい部分と流れにくい部分がある性

質を利用し，電流の流れやすさの違いを比抵抗で表現することによって地下構造を推

定する手法（比抵抗法）である。 

 地中に電流を流すと，地中の比抵抗の分布と地形の形状に対応した電位分布が地中

内に生じ，この電位分布を地表面上で測定したデータから，地中の比抵抗分布を推定

する。 

 電気探査には，この比抵抗法のほかに自然電位法や強制分極法がある。 

 測線の近くに送電線，鉄道，鋼製構造物が存在する場合には，ノイズや異常値の原

因となりうるため，これらに近接しないように測線を配置する。 

 また，解析断面の底部，測線の両端部では解析精度が低下するため，探査範囲を対

象範囲よりも広く設定する必要がある。 

 

（５）電磁探査（電磁誘導法） 

 電磁探査は，地中に入射した電磁波が電気及び磁気的な特徴が異なる物質に当たる

と二次的な電磁波を発生させることを利用し，ボーリング孔内等に設置した装置で電

磁波を測定し，その強さから地下構造を推定する手法である。 

 測線の近くに送電線，無線中継所，工場等が存在する場合には，ノイズや異常値の

原因となりうるため，これらに近接しないように測線を配置する。ノイズ源が集中す

る市街地での測定は難しい。 
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〔事例〕 

【事例３．６－１：反射法地震探査の事例】 

 完新統分布域において反射法地震探査を実施し，西上がりの逆断層を確認している。 

 変動地形学的調査により比較的広く分布するＭⅠ面に地形の傾斜方向と逆の東上がりの

傾動が認められることから，東側の完新統分布域に活断層の存在を推定している。 

 
 

経済産業省 総合資源エネルギー調査会 原子力安全・保安部会 耐震・構造設計小委員会 

地震・津波，地質・地盤合同ワーキンググループ（第7回） 

http://www.meti.go.jp/committee/materials/downloadfiles/g80428a13j.pdf 

http://www.meti.go.jp/committee/materials/downloadfiles/g80428a14j.pdf 
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【事例３．６－２：屈折法地震探査の事例】 

 深部地質構造の把握を目的とした屈折法地震探査の結果を基に，浅部構造の把握を目的

とした反射法地震探査結果について，地表地質調査，ボーリング調査等の各結果と合わせ

て総合的に検討し，基盤上面の位置や基盤の傾斜構造などを把握している。 

 
加護坊山－箟岳山丘陵周辺の屈折法地震探査結果（S-b測線） 

 
加護坊山－箟岳山丘陵周辺の反射法地震探査結果（S-b測線） 

 

原子力安全委員会 耐震安全性評価特別委員会 地震・地震動評価委員会及び施設健全性評

価委員会（合同） ワーキング・グループ１（第11回） 

http://www.nsc.go.jp/senmon/shidai/taishin_godo_WG1/taishin_godo_WG1_11/siryo2-1.pdf 
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【事例３．６－３：重力異常の事例】 

 重力探査により深部構造を検討し，直線的な重力異常急変部の位置関係を把握している。 

また，その妥当性を確認するため大深度ボーリングを実施し，基盤岩（花崗岩）の深度を

確認している。 

 
 

 
経済産業省 総合資源エネルギー調査会 原子力安全・保安部会耐震・構造設計小委員会 

地震・津波，地質・地盤合同ワーキンググループ（第28回） 

http://www.nisa.meti.go.jp/shingikai/107/3/028/28-1.pdf 
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【事例３．６－４：大深度探査の事例】 

 エアガンを音源とした海上音波探査および屈折法探査を行い，地下数 km 程度までの構

造を把握した。また，航空重力測定もあわせて行い，海上音波探査および屈折法探査で得

られた速度構造や基盤岩上面形状を既知情報として活用した重力逆解析によって，より深

部の構造を評価した。さらには，海上音波探査記録を用いたアトリビュート解析を行い，

基盤岩以深の構造を分析した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

NW SE 

ｴｱｶﾞﾝ海上音波探査断面図（時間断面） 

屈折法探査断面図 

解釈断面図（時間断

面）

NW 

SE 
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原子力安全委員会 耐震安全性評価特別委員会 地震・地震動評価委員会及び施設健全性評

価委員会（合同） ワーキング・グループ３（第19回，第38回） 

http://www.nsc.go.jp/senmon/shidai/taishin_godo_WG3/taishin_godo_WG3_19/siryo2-2.pdf

http://www.nsc.go.jp/senmon/shidai/taishin_godo_WG3/taishin_godo_WG3_38/siryo6.pdf 

 

重力逆解析断面図 

F F

(Hz) 

ｴｱｶﾞﾝを音源とした海上音波探査記録を用いたｱﾄﾘﾋﾞｭｰﾄ解析断面図（瞬間周波数） 

NW SE 
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４．調査結果の解釈 

４．１ 地質層序区分 

 

 調査範囲内に分布する地層を区分し，各層の水平方向及び鉛直方向の分布・連続性に

ついて検討するとともに，それらの地層の構成岩種，岩相，層序及び地質時代について

検討しなければならない。 

 

 

〔解説〕 

 地層や地形面の形成年代は，耐震設計上考慮する活断層の評価に当たり重要な指標とな

る。特に，後期更新世の地層や地形面については，最終間氷期に形成されたものか否かの

判定が重要である。 

 地層や地形面の形成年代特定の手段として，火山灰や段丘面の対比による手法が有効で

ある。例えば，洞爺（Toya），三瓶木次（SK），阿多（Ata），御岳第 1（On-Pm1），鬼界葛原

（K-Tz），阿蘇 4（Aso-4）等の最終間氷期に降下した広域火山灰や，南関東に分布する下

末吉，小原台，三崎等の中位段丘面に対比される段丘面やその構成層は，耐震設計上考慮

する活断層の認定に当たって，最終間氷期を示す基準面や地層として利用することができ

る【事例４．１－１】。 

 また，段丘面の区分及び形成時代，段丘堆積物の堆積時代の検討に当たっては，段丘面

の開析の程度，海面や現河床からの比高差や赤色土分布なども参考とすることができる

【事例４．１－２，３】。 

 海域における地質層序区分・地層の編年に際しては，以下の各事項に留意することが望

ましい。 

 

① 地層境界を示す海上音波探査の反射面を連続的に追跡していること【事例４．１－

４】。 

② 反射面の有無や形状の特徴を考慮した層序区分を行っていること【事例４．１－

５】。 

③ 区分された地層の編年については，試錐データやプログラデーションパターン等に

基づき，既存資料との対比を踏まえ，検討を行っていること【事例４．１－６】。 

④ 試錐データ等に基づく層序対比の検討では，試錐データによる地層区分と反射パタ

ーンとの対比を行っていること【事例４．１－７】。 

⑤ 火山灰や微化石の分析等により，地層の堆積時代を検討していること。この際，再

堆積の可能性等について十分検討していること。 

 

 地質層序区分の検討に際しては，陸域と海域との整合性に留意する。 
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〔事例〕 

【事例４．１－１：段丘面と火山灰の関係図の事例】 

 段丘面の形成年代については，風成砂層（ローム層）に挟在している火山灰との関係も

踏まえて推定している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

経済産業省 総合資源エネルギー調査会 原子力安全・保安部会 耐震・構造設計小委員会 

地震・津波，地質・地盤合同ワーキンググループ Ａサブグループ（第2回） 

http://www.nisa.meti.go.jp/shingikai/107/3/1/002/a-2-2-1.pdf 
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【事例４．１－２：段丘面の分類基準の事例】 

 河川沿いに点々と分布する段丘について，段丘面の開析状況，現河床からの比高，堆積

物の風化度合い，火山灰の挟在などに着目して分類した。 

 

 

 名称 段丘面の開析（平面形と断面形） 推定年代 現河床からの比高 段丘面の開析状態 堆積物 時代あるいは指標

Ｐ面 　
MIS16

約60万年前
200-230m 定高性がある尾根．

著しいクサリ礫．大洲層（山下ほか,2006)
の堆積面と考えられる．

菖蒲火山灰（約60万年前）を挟在．

ＨＨf1面 155-170ｍ
赤色土が発達する．チャート以外の礫はク
サリ礫、チャート礫は白濁風化．

　

ＨＨf1'面 90-150ｍ
赤色土が発達する．礫は芯まで風化する
が，クサリ礫ではない．チャート以外の礫
の断面は赤色化．チャート礫は白濁風化．

浅野ほか(1992)が栗木付近で0.39±
0.13MaのFT年代を報告．

ＨＨf2面 100-120ｍ

ＨＨf3面 85-100ｍ

Ｈf1面 MIS10 40-80ｍ
平坦面が残る尾根あるいは開析された台
地．

最上部にNg-1火山灰（３０万年前）とKkt
火山灰（33-34万年前）を挟在．

Ｈf2面 MIS8 30-70ｍ 樹枝状の谷に開析される台地．
Aso-1火山灰（２５万年前）が挟まれてい
る可能性が高い

Ｈ3面 40-45ｍ
小面積のため平坦面が残る尾根あるいは
開析された台地．

瀬戸内海沿いの海成H3面に連続する河
成段丘．

Ｈf3面 25-60ｍ 樹枝状の谷に開析される台地．

Ｍf1面 15-35ｍ
被覆レスからAso4の角閃石,K-TzのβQz
を少量検出．

Mf2面 20-30ｍ
被覆レスからAso4の角閃石,K-TzのβQz
を少量検出．

M面 MIS5e 15-20ｍ
黄褐色レス層に覆われる．比較的新鮮な
砂礫層．風化した角礫を含む．

被覆レスからAso4の角閃石,K-TzのβQz
を少量検出．瀬戸内海沿いの海成M面に
連続する河成段丘．

Ｌf１面 MIS4 20-25ｍ

Ｌf２面 5-20ｍ

Ｌf３面 5-20ｍ

Ａ面 　 数千年前 10ｍ以下 開析谷が発達しない．

 

　

　

　

 
定高性がある尾根であるが、まれに段丘
面が残っている．

赤色土が発達する．礫は厚さ5-15mmの
風化皮膜をもつが，クサリ礫ではない．

MIS6
褐色～黄褐色レス層に覆われる比較的新
鮮な礫層．礫の表面が変色，風化皮膜は
1～３mm程度．

MIS2 露頭状況は良くないがLf3面では黒色土
壌に覆われる新鮮な礫層．

　

わずかに開析谷が発達する台地．

　

あまり開析されていない台地であるが、段
丘崖が丸みを帯び、段丘面には緩やかな
うねりが生じている．

MIS7

平坦面が尾根状に残る．

赤色土が発達する．礫は芯まで風化する
が，クサリ礫ではない．チャート以外の礫
の断面は赤色化．マトリクスは粘土化し良
く締っている．

 

原子力安全委員会 耐震安全性評価特別委員会 地震・地震動評価委員会及び施設健全性

評価委員会（合同) ワーキング・グループ３（第16回） 

http://www.nsc.go.jp/senmon/shidai/taishin_godo_WG3/taishin_godo_WG3_16/siryo16-2-5.pdf  
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【事例４．１－３：海成段丘の旧汀線高度分布による検討事例】 

 文献調査結果によると，MIS5e の最高位旧汀線高度は米山海岸付近において標高 70m～

80m 程度の値を示すとされている。このため，米山海岸付近の段丘堆積物について地表踏

査を実施した結果，クサリ礫層からなりマトリックスも風化が進んでいること，クサリ礫

層は層厚 2.5m 以上のローム層に覆われ，ローム層上部に阿蘇４火山灰層を挟在すること

を確認し，高位段丘面と判断している。 

 

 

 

 
経済産業省 総合資源エネルギー調査会 原子力安全・保安部会 耐震・構造設計小委員会 

地震・津波，地質・地盤合同ワーキンググループ（第19回） 

http://www.nisa.meti.go.jp/shingikai/107/3/019/19-2-1.pdf 

経済産業省 総合資源エネルギー調査会 原子力安全・保安部会 耐震・構造設計小委員会 

地震・津波，地質・地盤合同ワーキンググループ（第8回） 

http://www.meti.go.jp/committee/materials/downloadfiles/g80513b05j.pdf 
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【事例４．１－４：パネルダイヤグラム（３次元表示）による層序区分の妥当性検討の事例】 

 層序区分された地層の分布深度，厚さ等の整合性については，各測線のクロスチェック

で確認しているが，その結果についてはパネルダイヤグラムを用いて説明している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

原子力安全委員会 耐震安全性評価特別委員会 地震・地震動評価委員会及び施設健全性評

価委員会（合同） ワーキング・グループ３（第39回） 

http://www.nsc.go.jp/senmon/shidai/taishin_godo_WG3/taishin_godo_WG3_39/siryo6.pdf 
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【事例４．１－５：層序の記録パターンの特徴の事例】 

 海域における地質層序区分は，海上音波探査で認められる反射面の連続性，下位層との

不整合関係，堆積構造及び反射パターンの特徴に着目して実施している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

原子力安全委員会 耐震安全性評価特別委員会 地震・地震動評価委員会及び施設健全性評

価委員会（合同） ワーキング・グループ３（第3回） 

http://www.nsc.go.jp/senmon/shidai/taishin_godo_WG3/taishin_godo_WG3_03/siryo3.pdf 

 



 59

【事例４．１－６：プログラデーションパターンの形成時期･形成過程検討の事例】 

 海域における地質層序区分については，シーケンス層序学に基づいた地層区分及び編年

を実施している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

原子力安全委員会 耐震安全性評価特別委員会 地震・地震動評価委員会及び施設健全性評

価委員会（合同） ワーキング・グループ３（第39回） 

http://www.nsc.go.jp/senmon/shidai/taishin_godo_WG3/taishin_godo_WG3_39/siryo6.pdf 
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【事例４．１－７：試錐データと音波探査記録の対比による層序の検討の事例】 

 敷地周辺海域に分布する地層の層序区分については，反射パターンの特徴，陸域に分布

する地層との連続性，ドレッジ等により採取した試料の岩相及びその微化石分析結果に加

えて，他機関による資料（基礎試錐データ）の解析及び音波探査記録との対比等に基づき，

陸域の地層との対比，堆積年代の推定を行っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

経済産業省 総合資源エネルギー調査会 原子力安全・保安部会 耐震・構造設計小委員会 

地震・津波，地質・地盤合同ワーキンググループ Ａサブグループ（第4回） 

http://www.nisa.meti.go.jp/shingikai/107/3/1/004/4-3-1.pdf 

 



 61

４．２ 陸域における詳細検討を行う断層の抽出 

 

 陸域における詳細検討を行う断層については，まず，文献調査結果，変動地形学的調

査結果等に基づき，活断層の疑いのある地形をすべて抽出する必要がある。抽出した活

断層の疑いのある地形の中から，敷地への影響等を勘案して，詳細検討を行う断層を適

切に選定する。 

 

 

〔解説〕 

 活断層の疑いのある地形の抽出では，調査地域の地形面の抽出と区分を行い，対象とす

る地域の一般的な地形から想定される地形発達史に合致しないもの，断層等の活構造の影

響を考えないと合理的に説明することができないものを対象とする【事例４．２－１～

５】。 

 また，断層の端部付近では，変動地形が不明瞭となる場合もあるため，様々な可能性に

ついて考慮することが望ましい。 

 地表踏査においては，活断層の疑いのある地形に一致する断層が確認された場合，断層

の活動性について検討する。また，地表踏査により活断層の疑いのある地形に必ずしも一

致しない断層が確認された場合にも，その成因等について検討することが望ましい。 
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【事例４．２－１：活断層の疑いのある地形の抽出結果の事例】 

 調査地の一般的な地形発達史からはその成因を浸食による組織地形として説明すること

が難しいと判断され，右に曲がる谷や尾根の連続に対して，判読基準に従い高いランクの

活断層の疑いのある地形を抽出している。また，この周辺に認められる急斜面や傾斜変換

線などの連続に対しては，判読基準に従い低いランクの活断層の疑いのある地形を抽出し

ている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

原子力安全委員会 耐震安全性評価特別委員会 地震・地震動評価委員会及び施設健全性評

価委員会（合同) ワーキング・グループ３（第24回)  

http://www.nsc.go.jp/senmon/shidai/taishin_godo_WG3/taishin_godo_WG3_24/siryo2.pdf 

 

原子力発電所 
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【事例４．２－２：活断層の疑いのある地形の分布図の事例１】 

 空中写真判読によって認められる平坦面を，その平面・断面形態，分布状況から，段丘

面，火砕流堆積面等に分類･抽出し，段丘面については，段丘面の形態，開析度，比高，

分布状況等をもとに区分，対比している。 

 

経済産業省 総合資源エネルギー調査会 原子力安全・保安部会 耐震・構造設計小委員会 

地震・津波，地質・地盤合同ワーキンググループ Ｂサブグループ（第6回） 

http://www.nisa.meti.go.jp/shingikai/107/3/2/006/6-6-2-1.pdf 
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【事例４．２－３：活断層の疑いのある地形の分布図の事例２】 

 活断層の疑いのある地形の表示は，急崖，低崖，鞍部等の地形要素が確認できる所のみ

とし，より新しい沖積面等に覆われているものと判断される所には表示していない。 

 地形面に高度差が認められる場合には，低下側に短線（ケバ）を加え，尾根・水系等に

屈曲が認められる場合には，矢印でその方向を示している。 

 地形面に傾動あるいは撓み状の地形が認められる場合には，矢印で地形の低下方向を表

示し，矢印の長さでその区間を示している。 

 急崖，低崖等の場合，活断層の疑いのある地形は，崖地形の基部に表示している。 

 

経済産業省 総合資源エネルギー調査会 原子力安全・保安部会 耐震・構造設計小委員会 

地震・津波，地質・地盤合同ワーキンググループ Ｂサブグループ（第6回） 

http://www.nisa.meti.go.jp/shingikai/107/3/2/006/6-6-2-1.pdf 

 

 



 65

【事例４．２－４：活断層の疑いのある地形の分布図の事例３】 

 段丘面・扇状地等の平坦面上には，低崖，緩斜面，高度不連続，地形面の傾斜からなる

活断層の疑いのある地形が認められる。 

 また，山地・丘陵内には，鞍部・直線谷の連続，尾根・河谷の屈曲，傾斜遷緩線などか

らなる活断層の疑いのある地形が認められる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

経済産業省 総合資源エネルギー調査会 原子力安全・保安部会 耐震・構造設計小委員会 

地質・地盤ワーキンググループ（第1回） 

http://www.meti.go.jp/committee/materials/downloadfiles/g70531b07j.pdf 
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【事例４．２－５：活断層の疑いのある地形の分布図の事例４】 

 島根半島の全域に亘って，ほぼ東西方向の活断層の疑いのある地形の分布が認められ，

これらの中にはランクの高いものが含まれる。一方，南部に広がる山地では，半島部と同

様にほぼ東西方向の活断層の疑いのある地形が認められるが，これらは散在して分布して

おり，ランクは総じて低い傾向にある。 

 

 

 

原子力安全委員会 耐震安全性評価特別委員会 地震・地震動評価委員会及び施設健全性評

価委員会（合同) ワーキング・グループ３（第6回）  

http://www.nsc.go.jp/senmon/shidai/taishin_godo_WG3/taishin_godo_WG3_06/siryo1-1.pdf 
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４．３ 海域における断層の認定 

 

 海域における断層を認定するに当たっては，海上音波探査記録上の反射面に断層運動

を示す変位・変形の累積が認められるか否かを判断する。 

 地質構造を解釈するためには適切な縦横比の断面図を用いることが重要であるが，必

要に応じて，縦横比を大きくした断面図で断層を認定しなければならない。 

 

 

〔解説〕 

 海上音波探査記録に基づく断面図を総称して，音波探査記録断面図という。音波探査記

録断面図には，地層境界等の解釈に係る情報が記入されていない反射断面図，地層境界等

の解釈結果のみを表現したスケッチ及び両者を重ね合わせた解釈断面図があり，これら３

種の音波探査記録断面図を作成することが望ましい。 

 海域における断層を認定するに当たっては，以下に示す反射パターンに着目する【事例

４．３－１～５】。 

 

① 反射面の切断 

② 反射面の傾斜の急変 

③ 水平方向の反射パターンの急変 

④ 反射面の不連続 

⑤ 反射面の系統的な曲がり（傾斜変換点の連続） 

 

 断層の形状を把握するためには深度断面も有効であるが，深度変換の際に地層の弾性波

速度として速度解析の値を用いる場合には，地層の真の速度とは限らないことや真の深さ

に対応していない場合もあることに留意が必要である。 

 後期更新世よりも古い地層には断層や褶曲構造が認められるが，その上位の後期更新世

以降の地層には変形構造が一見して認められない場合でも，その活動性を慎重に検討する。

その場合，当該部分の縦横比（反射断面を鉛直方向に引き延ばして見やすくした際の比

率）を上げるなどして判読することにより断層等の解釈に有効な場合がある。ただし，地

質構造の傾斜角が強調されていることから，その傾斜が構造運動によるものか否か慎重に

検討する必要がある。更に，縦横比を大きくした場合，紙面の大きさが限られていると水

平方向の分解能が低下するため，断層の測線上の位置関係や断層の傾斜角を把握すること

には不向きであることに注意が必要である。 

 なお，反射波の特性を分析するアトリビュート解析が断層の認定に有効な場合もあり，

参考にすることができる（M. T. Taner, 1979）。 
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〔事例〕 

【事例４．３－１：海域活断層の評価基準の事例（緒方・本荘（1981））】 

 

ａ）地層の切断 

ｂ）地層の傾斜の急変 

ｃ）水平方向の岩相の急変 

ｄ）地層面（反射面）の不連続 

 

 ａ）は記録上で対応する反射面に明瞭な落差が認められるものであり，陸上の断層露頭

における地層の切断に相当し最も確実な断層判定である。ｂ），ｃ），ｄ）はそれぞれ断層

存在の可能性を示すものであり，使用した探査手法の要素（分解能，記録上の縦横縮尺比

など），周辺，海域の地質構造の特徴，及び隣接測線における性状などを考慮して断層の

存否を判断する必要がある。ｂ），ｄ）のパターンにおいては，音波探査の原理上背斜構

造は真に近い形で表現されるが，急傾斜の向斜構造は地層の不連続とみることが多いので，

褶曲と断層の判別に注意を要する。またｃ）における記録上岩相変化を示す断層以外の諸

要因，例えば礫層，火山岩層の分布などについての考察が必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

音波探査記録による断層判定要素（緒方・本荘（1981）をトレース） 

 

ａ） ｂ）

ｃ） ｄ）
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【事例４．３－２：海上音波探査による断層関連褶曲（逆断層）の評価結果の事例】 

 音波探査記録による断層の評価に当たっては，断層構造のみでなく断層運動に伴って形

成される撓曲を含む褶曲構造も対象としている。断層運動に関連した褶曲構造の解析にお

いては，岡村（2000）に基づき，褶曲構造の成長過程に伴って形成されるgrowth 

triangle及びgrowth strataと呼ばれる特徴的な構造に着目して評価している。 

 

 

 
 

 
 

経済産業省 総合資源エネルギー調査会 原子力安全・保安部会 耐震・構造設計小委員会 

地震・津波，地質・地盤合同ワーキンググループ（第5回） 

http://www.meti.go.jp/committee/materials/downloadfiles/g80327d03j.pdf 

http://www.gsj.jp/Pub/Bull/vol_51/51-0203_03.pdf�
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【事例４．３－３：海上音波探査による正断層の評価結果の事例】 

 断層を挟んだ両側の地層分布状況，断層の傾斜方向等から，正断層と判断される。 

 

 

 

原子力安全委員会 耐震安全性評価特別委員会 地震・地震動評価委員会及び施設健全性評

価委員会（合同） ワーキング・グループ３（第40回） 

http://www.nsc.go.jp/senmon/shidai/taishin_godo_WG3/taishin_godo_WG3_40/siryo5-1.pdf 
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【事例４．３－４：海上音波探査による横ずれ断層の評価結果の事例】 

 海上音波探査記録に高角の断層が認められ，地溝やバルジが交互に現れるなど，断面ご

との変化が著しいことから，横ずれ断層と判断される。 

 

 

NW

SE

 

ｳｫｰﾀｰｶﾞﾝ

地溝

NW SE

縦：横＝10：1  

NW

SE

 

ｼﾞｵﾊﾟﾙｽ

バルジ

NW SE

 
 

経済産業省 総合資源エネルギー調査会 原子力安全・保安部会 耐震・構造設計小委員会 

地震・津波，地質・地盤合同ワーキンググループ（第40回） 

http://www.nisa.meti.go.jp/shingikai/107/3/040/40-2.pdf 
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【事例４．３－５：海上音波探査による断層端部の評価結果の事例】 

 陸域で判読される活断層の疑いのある地形の海域延長部で海上音波探査を実施し，後期

更新世以降の地層（Ａ層及びＤ１層）に変位・変形が認められないことを確認している。 

 

 

 

原子力安全委員会 耐震安全性評価特別委員会 地震・地震動評価委員会及び施設健全性評

価委員会（合同) ワーキング・グループ３（第22回） 

http://www.nsc.go.jp/senmon/shidai/taishin_godo_WG3/taishin_godo_WG3_22/siryo2-3.pdf  
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４．４ 断層の活動性の解釈 

 

 耐震設計上考慮する活断層としては，後期更新世以降の活動が否定できない断層を取

り扱うこととする。 

 活断層の認定に当たっては，最終間氷期若しくはそれ以前の地層又は地形面に断層に

よる変位・変形が認められるか否かによることができる。 

 断層の活動性については，上載地層の変位・変形の有無により評価すること（以下

「上載地層法」という。）を基本とするが，断層近傍の地形・地質の状況等により総合的

に判断することもできる。 

 変動地形学的調査により，後期更新世以降の活動の可能性が推定される場合は，他の

手法の調査結果も考慮し，安全側の判断を行う。 

 

 

〔解説〕 

 断層の活動性を上載地層法によって評価する場合には，下記の点に留意する必要がある。 

 

① 断層直上の変動地形の有無だけではなく，段丘面等に現れている傾動等の広域的な

変形についても確認し，当該断層の活動性評価を行う必要がある。 

② 断層直上の段丘面等の地形に変位・変形が確認されない場合であっても，断層と地

層の関係を直接的に確認し，当該断層の活動性評価を行うことが望ましい。 

 

 断層の活動性評価に当たっては，上載地層法による評価以外にも近傍の地形・地質の状

況等を考慮して総合的に判断することもできるが，最新の知見に留意して慎重に検討する

必要がある。 

 下記に具体的な調査・検討方法を例示する。 

 

（１）断層破砕部性状による検討【事例４．４－１】 

 断層破砕部の固結の程度（断層粘土の有無を含む），最新活動面の性状（直線性，連

続性）等により，後期更新世以降の活動の可能性を判断する。 

 耐震設計上考慮する活断層の端部の評価に当たっては，考慮対象と判断した区間及

び考慮対象外の区間の断層破砕部性状との比較を行うことが望ましい。 

 

（２）調査から確認された最新活動時の断層運動と現在の広域応力場から想定される断層

運動との整合性による検討【事例４．４－２】 

 最新活動時の断層運動については，断層を挟んだ地質状況，断層面の条線方向，断

層露頭から採取した切片・薄片の観察結果等から確認することができる。 

 現在の広域応力場から想定される断層運動については，下記により推定することが

可能である。 

 

① 同一の応力場と考えられる範囲の活断層の断層運動からの推定 

② 当該断層周辺の測地データ（GPS の連続観測データから想定される歪変化等）や

地震発生機構からの推定 
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 また，現在の広域応力場に基づいた数値シミュレーション等により，当該断層の運

動を推定することもできる。 

 ただし，当該断層の近傍あるいは遠方であっても平成 23 年（2011 年）東北地方太平

洋沖地震のような規模の大きな地震が発生した後には，広域応力場には大きな変化が

生じる可能性があること，地殻構造が不均質で，局所的な応力場が広域応力場と異な

っている可能性があることに注意する必要がある。 

 

（３）深部への断層の連続性等による地震を発生させる断層か否かの検討【事例４．４－３】 

 地下浅部においては断層が確認されるが，深部まで連続せず，また累積的な変位も

認められない場合，その断層は地震動検討の対象としては，対象外と判断することが

できる。 

 

 なお，後期更新世以降の活動を否定する場合には，判読された活断層の疑いのある地形

の成因について，地形・地質構造発達過程の観点から解明することが望ましい。 
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【事例４．４－１：断層破砕部性状による検討の事例】 

 棚倉破砕帯東縁付近の推定活断層については，活断層の疑いのある地形及び延長部にお

いて複数の露頭で断層破砕部性状を確認している。破砕部は固結していること，最新の活

動を示す断層面は平面的ではないことから，少なくとも後期更新世以降の活動はないもの

と評価している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

原子力安全委員会 耐震安全性評価特別委員会 地震・地震動評価委員会及び施設健全性評

価委員会（合同） ワーキンググループ１（第21回） 

http://www.nsc.go.jp/senmon/shidai/taishin_godo_WG1/taishin_godo_WG1_21/siryo1.pdf 
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原子力安全委員会 耐震安全性評価特別委員会 地震・地震動評価委員会及び施設健全性評

価委員会（合同） ワーキンググループ１（第21回） 

http://www.nsc.go.jp/senmon/shidai/taishin_godo_WG1/taishin_godo_WG1_21/siryo1.pdf 
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【事例４．４－２：調査から確認された最新活動時の断層運動と 

現在の広域応力場から想定される断層運動との整合性による検討の事例】 

 調査から確認された最新活動時の断層運動と現在の広域応力場から想定される断層運動

との整合性にも着目し，断層の活動性を検討した事例である。 

 破砕帯について，下記のとおり評価している。 

 

① 変動地形が認められない。 

② 上載地層法によって評価可能な地点においては，少なくとも姶良 Tn テフラ（約 2.6

～2.9万年前）降灰以降に活動していない。 

③ 岩種境界に変位を与えている破砕帯は，岩種境界の変位方向からみて，横ずれ成分

を含む正断層センスの変位である。 

④ 破砕帯中の微細構造の観察結果によれば，最新活動面は横ずれ成分を含む正断層セ

ンスの変位が推定される。 

 

 以上のことから，破砕帯は現在の広域応力場（東西圧縮）から想定される断層運動（逆

断層成分を含む運動）とは調和しないことから，少なくとも後期更新世以降に活動したも

のではないとしている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

経済産業省 総合資源エネルギー調査会 原子力安全・保安部会 耐震・構造設計小委員会 

地震・津波，地質・地盤合同ワーキンググループ Ｃサブグループ（第25回） 

http://www.nisa.meti.go.jp/shingikai/107/3/4/025/25-4.pdf 
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経済産業省 総合資源エネルギー調査会 原子力安全・保安部会 耐震・構造設計小委員会 

地震・津波，地質・地盤合同ワーキンググループ Ｃサブグループ（第25回） 

http://www.nisa.meti.go.jp/shingikai/107/3/4/025/25-4.pdf 
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【事例４．４－３：深部への断層の連続性等による地震を発生させる断層か否かの検討の事例 】 

 駿河湾海域において 80cu.in.のエアガン・マルチチャンネル音波探査と 7,800cu.in.の

大容量チューンドアレイエアガン・マルチチャンネル音波探査を実施した結果，石花海海

盆内の西部及び東部に確認された断層については，後期更新世以降の活動が否定できない

が，大深度の音波探査記録において深さ８km～９km では断層が認められないことから，

外縁隆起帯の隆起に付随して変位した構造と評価している。 

 

 
経済産業省 総合資源エネルギー調査会 原子力安全・保安部会 耐震・構造設計小委員会 

地震・津波，地質・地盤合同ワーキンググループ（第38回） 

http://www.nisa.meti.go.jp/shingikai/107/3/038/38-5-2.pdf 
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５．活断層評価 

５．１ 考慮すべき断層の長さの評価 

 

 耐震設計において地震規模を想定する場合に用いる活断層長さは，地表あるいは地下

浅部に存在する活断層の分布等を基に評価しなければならない。 

 完新統が厚く分布すること等により，活断層の存否や性状が明瞭でない場合には，近

傍の地形・地質の状況を考慮し，必要に応じて，微小地震の活動等地球物理学的知見を

参考に評価する。 

 長大な活断層，あるいは，複数の活断層が近距離に断続して分布する場合には，対象

とする活断層の活動性や，地質構造との関連，セグメント区分等を考慮して，起震断層

を設定し考慮すべき断層の長さを決定しなければならない。 

 

 

〔解説〕 

 耐震設計において地震規模を想定する場合に用いる活断層長さは，後期更新世以降の活

動がないとする根拠のある地点を端点とし，地震動評価に用いる地震規模を求める算定式

を念頭に適切に評価するものとする。 

 複数の連続して分布する活断層や近接して分岐，並走する複数の活断層が連動または同

時活動して，より規模の大きな地震を引き起こすことがあるため，起震断層を適切に設定

する必要がある。また，長大な活断層については，一括放出型地震（起震断層全体の活動

による地震）よりも分割放出型地震（起震断層を構成する一部の活断層の活動による地

震）の方が敷地に大きな影響を及ぼす可能性があるため，セグメントとして適切に区分す

る必要がある。 

 セグメント区分，起震断層の設定に当たっては，既存文献調査，変動地形学的調査，地

表地質調査，地球物理学的調査の結果に基づき，地形発達過程，地質構造，断層の三次元

的な相互の位置関係，活動履歴や変位量分布，過去及び現在の地震活動の特徴等を総合し

て設定する【事例５．１－１～１０】。 

 具体的には， 

 

① 断層の分布状況 

・ 断層の走向・変位センスの差異 

・ 断層間を横切る別の断層 

② 地形発達過程 

・ 活動履歴，平均変位速度，単位変位量など活動性の差異 

③ 地下構造の連続性 

・ 断層傾斜角の差異（地下で「ハ」の字の分布となり離れていくなど） 

・ 重力異常等による地下構造の差異 

④ 断層末端部を示唆する現象 

・ 断層が分岐する 

・ 累積変位量が小さくなる 

 

などを勘案して，セグメント区分や起震断層の設定を行う。 



 81

 また，セグメント区分，起震断層の設定に関する文献としては，松田（1990)，吉岡ほ

か（2005)，中田他（1998)，地震調査研究推進本部地震調査委員会（2005)，Wesnousky

（2006)，社団法人 土木学会 原子力土木委員会 断層活動性分科会（2004)などがあり，

参考にすることができる。 

 最近では，断層間相互作用（動力学的検討や⊿CFFによる検討）に関する調査研究成果

（例えば，King et al. （1994)，橋本（2002)，Freed（2005)，Toda et al.（2011)）も

あり，参考にすることができる。 

 なお，活断層の連動評価については，関係機関で議論されているところであり，最新知

見に注意が必要である。 

 

http://repository.dl.itc.u-tokyo.ac.jp/dspace/bitstream/2261/13056/1/ji0651009.pdf�
http://topo.earth.chiba-u.jp/afr/backnumber/No17/17号07中田ほか.pdf�
http://www.jishin.go.jp/main/choukihyoka/05aug_hyokashuhou/shuhou.pdf�
http://earthquake.usgs.gov/research/modeling/papers/landers.html�
http://www.journalarchive.jst.go.jp/jnlpdf.php?cdjournal=jgeography1889&cdvol=111&noissue=2&startpage=149&lang=ja&from=jnltoc�
http://www.eas.purdue.edu/freed/pdfs/9.pdf�
http://www.terrapub.co.jp/journals/EPS/pdf/2011/6307/63070725.pdf�
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【事例５．１－１：セグメント区分，起震断層の設定の事例１】 

 長岡平野西縁断層帯を構成する角田・弥彦断層，気比ノ宮断層及び片貝断層は，主活動

時期，活動開始時期，平均変位速度，重力異常との対応性等がそれぞれ異なること，これ

ら３断層のセグメント境界は地震時における水平変動パターン境界に対応していること，

３断層が同時に活動したことを示唆する地形・地質情報が認められないことなどから，基

本的にはそれぞれの断層が単独で活動する分割放出型の断層帯と判断している。 

 なお，不確かさの検討として，念のため，これらの断層の同時活動についても考慮（長

さ約90km）した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

経済産業省 総合資源エネルギー調査会 原子力安全・保安部会 耐震・構造設計小委員会 

地震・津波，地質・地盤合同ワーキンググループ（第7回） 

http://www.meti.go.jp/committee/materials/downloadfiles/g80428a23j.pdf 

http://www.meti.go.jp/committee/materials/downloadfiles/g80428a24j.pdf 
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経済産業省 総合資源エネルギー調査会 原子力安全・保安部会 耐震・構造設計小委員会 

地震・津波，地質・地盤合同ワーキンググループ（第7回） 

http://www.meti.go.jp/committee/materials/downloadfiles/g80428a23j.pdf 

http://www.meti.go.jp/committee/materials/downloadfiles/g80428a24j.pdf 
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経済産業省 総合資源エネルギー調査会 原子力安全・保安部会 耐震・構造設計小委員会 

地震・津波，地質・地盤合同ワーキンググループ（第7回） 

http://www.meti.go.jp/committee/materials/downloadfiles/g80428a23j.pdf 

http://www.meti.go.jp/committee/materials/downloadfiles/g80428a24j.pdf 
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【事例５．１－２：セグメント区分，起震断層の設定の事例２】 

 断層の走向，変位センスの差異に着目して検討した事例である。陸域活断層である高田

平野西縁断層の走向は，海域のＦ－Ｄ褶曲群や高田沖褶曲群の走向と大きく異なっている。

また，高田平野西縁断層付近には，海域の佐渡島南方断層延長部が延びてきているものの，

前者は西上がりの断層であるのに対して後者は東上がりの断層であり，この付近では活動

性も認められないことから，両者の同時活動を考慮する必要はないと評価している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

経済産業省 総合資源エネルギー調査会 原子力安全・保安部会 耐震・構造設計小委員会 

地震・津波，地質・地盤合同ワーキンググループ（第8回） 

http://www.meti.go.jp/committee/materials/downloadfiles/g80513b05j.pdf（一部加筆） 

 

「能登半島東方海底地質図」（CD）

（岡村，2002） 

産総研承諾第60635130-A-201206005-001号(H24.6.5)
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【事例５．１－３：セグメント区分，起震断層の設定の事例３】 

 邑知潟南縁断層帯と坪山―八野断層帯の連動の可能性（同時活動）について，両断層の

地形，地質構造，重力異常，平均変位速度，活動性の差異や断層面の３次元的形状を考慮

し，動力学による連動性の知見も踏まえ検討した結果，地下で断層面が離れていく両断層

が連動して活動するとは考えがたいとしている。 

 

 

 

原子力安全委員会 耐震安全性評価特別委員会 地震・地震動評価委員会及び施設健全性評

価委員会（合同) ワーキング・グループ２（第12回） 

http://www.nsc.go.jp/senmon/shidai/taishin_godo_WG2/taishin_godo_WG2_12/siryo2-3.pdf 
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原子力安全委員会 耐震安全性評価特別委員会 地震・地震動評価委員会及び施設健全性評

価委員会（合同) ワーキング・グループ２（第12回） 

http://www.nsc.go.jp/senmon/shidai/taishin_godo_WG2/taishin_godo_WG2_12/siryo2-3.pdf（一部加筆）  

産総研承諾第60635130-A-201206005-001号(H24.6.5)

産総研承諾第60635130-A-201206005-001号(H24.6.5) 
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原子力安全委員会 耐震安全性評価特別委員会 地震・地震動評価委員会及び施設健全性評

価委員会（合同) ワーキング・グループ２（第12回）

http://www.nsc.go.jp/senmon/shidai/taishin_godo_WG2/taishin_godo_WG2_12/siryo2-3.pdf 
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原子力安全委員会 耐震安全性評価特別委員会 地震・地震動評価委員会 

地震動解析技術等作業会合（第8回） 

http://www.nsc.go.jp/senmon/shidai/kaisekigijutu/kaisekigijutu08/siryo2.pdf 
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【事例５．１－４：セグメント区分，起震断層の設定の事例４】 

和布
め ら

－干飯崎
かれいざき

沖断層と甲楽城
か ぶ ら ぎ

断層については，両断層の走向・傾斜に差異があること，

断層の累積変位量が連続的ではないこと等から，両断層を区分するとしていた。一方，両

断層の傾斜は地下浅部では異なるが両者の地下深部での傾斜は明確ではないこと等の指摘

がなされた。以上のことから，和布－干飯崎沖断層と甲楽城断層の同時活動を考慮すると

している。 

山中断層については，ボーリング調査，大規模剥ぎ取り調査で活断層が認められない

としている。 

柳ヶ瀬断層と鍛冶屋断層については，反射法地震探査，ボーリング調査の結果から活

断層が連続しないとしている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

原子力安全委員会 耐震安全性評価特別委員会 地震・地震動評価委員会及び施設健全性評

価委員会（合同） ワーキング・グループ２（第36回） 

http://www.nsc.go.jp/senmon/shidai/taishin_godo_WG2/taishin_godo_WG2_36/siryo2.pdf 
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① 和布－干飯崎沖断層～② 甲楽城断層の走向・傾斜（海域部）
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約30～60°東傾斜

① 和布－干飯崎沖断層～② 甲楽城断層の累積変位量（海域部）
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原子力安全委員会 耐震安全性評価特別委員会 地震・地震動評価委員会及び施設健全性評

価委員会（合同） ワーキング・グループ２（第30回） 

http://www.nsc.go.jp/senmon/shidai/taishin_godo_WG2/taishin_godo_WG2_30/siryo2-2.pdf 
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原子力安全委員会 耐震安全性評価特別委員会 地震・地震動評価委員会及び施設健全性評

価委員会（合同） ワーキング・グループ２（第30回） 

http://www.nsc.go.jp/senmon/shidai/taishin_godo_WG2/taishin_godo_WG2_30/siryo2-2.pdf 

山中断層を横断する流紋岩岩脈

フィッション・トラック法年代測定：約19.2Maフィッション・トラック法年代測定：約19.2Maフィッション・トラック法年代測定：約19.2Ma

破砕部は膨縮し直線性も低い破砕部は膨縮し直線性も低い破砕部は膨縮し直線性も低い

文献が活構造の
推定根拠としてい
る数百ｍの河谷の
左横ずれは，流紋
岩岩脈の分布から
は推定されない

文献が活構造の
推定根拠としてい
る数百ｍの河谷の
左横ずれは，流紋
岩岩脈の分布から
は推定されない
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山中断層に関する補足調査
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岩脈 断層

河
谷

0 200m0 200m
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剥ぎ取り調査

リニアメント位置

リニアメント位置

事業者による空中写真判読結果又は文献から、山
中断層を推定又は指摘している鞍部において、地表
地質調査（大規模な剥ぎ取り調査）を追加実施

（原縮尺：１／３０００）
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原子力安全委員会 耐震安全性評価特別委員会 地震・地震動評価委員会及び施設健全性評

価委員会（合同） ワーキング・グループ２（第30回） 

http://www.nsc.go.jp/senmon/shidai/taishin_godo_WG2/taishin_godo_WG2_30/siryo2-2.pdf 

 

山中断層に関する剥ぎ取り調査結果（全体スケッチ）

約50m間の林道法面の剥ぎ取り調査を実施し，岩盤が連続して露出した。岩盤は美濃-丹波帯の中・古生

層の混在岩（泥岩を主体とし，砂岩のブロック～レンズを含む。）とそれに貫入した安山岩岩脈（一部流紋
岩）からなる。これら岩盤中には小規模な断層（粘土混じり砂礫状破砕部）が6箇所で認められた。
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原子力安全委員会 耐震安全性評価特別委員会 地震・地震動評価委員会及び施設健全性評

価委員会（合同） ワーキング・グループ２（第30回） 

http://www.nsc.go.jp/senmon/shidai/taishin_godo_WG2/taishin_godo_WG2_30/siryo2-2.pdf 

 

③ 柳ヶ瀬断層南端部付近の調査

0 20km

木之本付近において柳ヶ瀬断層及び鍛冶屋断

層は屈曲し，それぞれのリニアメント及び断層の

分布は断層の末端形状の特徴を呈している
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原子力安全委員会 耐震安全性評価特別委員会 地震・地震動評価委員会及び施設健全性評

価委員会（合同） ワーキング・グループ２（第30回） 

http://www.nsc.go.jp/senmon/shidai/taishin_godo_WG2/taishin_godo_WG2_30/siryo2-2.pdf 

 

③ 柳ヶ瀬断層南端部付近の

調査結果（その１）

高野地点ボーリング
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調査結果（その２）
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旧地質調査所が木之本地区で実施した反射法

地震探査記録を再解析した結果，柳ヶ瀬断層南

方延長部の基盤岩には断層は推定されない
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地震本部「柳ヶ瀬・関ヶ
原断層帯（南部（一部）」，

産総研DB「養老起震
断層（関ヶ原Sg.）」

地震本部「柳ヶ瀬・関ヶ
原断層帯（南部（一部）」，

産総研DB「柳ヶ瀬起震
断層（鍛冶屋Sg.）」

地震本部「柳ヶ瀬・関ヶ
原断層帯（中部及び南部
（一部））」，

産総研DB「柳ヶ瀬起震
断層（椿坂峠Sg. ，余呉
川Sg.）」

3千年※5（産総研）

14千年※4（産総研）

5.4千年※2～

7.4千年※3（産総研）

2.5千年※1（産総研）

2.5千年※1（産総研）

地震本部「柳ヶ瀬・関ヶ
原断層帯（北部（一部）」，

産総研DB「柳ヶ瀬起震
断層（甲楽城Sg.（一

部））」

地震本部「柳ヶ瀬・関ヶ
原断層帯（北部（一部）」，

産総研DB「柳ヶ瀬起震
断層（甲楽城Sg.（一

部））」

（参考）文献等での評価

下段：活 動 間 隔

約4千9百年前以後,15
世紀以前（地震本部）

約4千9百年前以後,15
世紀以前（地震本部）

1,200年代後半

～1,400年代初頭

完新世

完新世

活動性

上段：最新活動時期

・地震調査委員会では関ヶ原断層以北，活断層研究
センターでは大清水活動セグメント以北の活断層群
を一連のものとしている。

⑬

考

慮
・（北端） 変動地形の可能性がある地形が鍛冶屋断
層とは不連続。

⑫

左横ずれ鉛直WNW関ヶ原断層

・変動地形の可能性のある地形は連続的でない。

・両者の傾斜は共に鉛直。

・（南端） 変動地形の可能性がある地形が関ヶ原断
層とは不連続。

・（北端） 変動地形調査，地表地質調査で活断層が
北方に向かって分岐状を呈する。

・反射法地震探査，ボーリング調査で活断層が連続
しない。

・両者の傾斜は共に鉛直。

・（南端） 変動地形調査，地表地質調査で活断層が
南方に向かって分岐状を呈する。

・（北端） 尾根・河谷の変動地形が認められない箇
所と考えるが，文献が示す最北端部と安全側に評価。

・ボーリング調査，大規模剥ぎ取り調査で活断層が
認められない。

・断層構造はWNW走向の日野川断層と連続する。

・（南端） 大谷付近の直線谷の断層露頭については，
断層性状から新期の活動はない。

・海上音波探査で横ずれ卓越の断層と推定される。

・両断層の傾斜は地下浅部では異なるが，両者の地
下深部での傾斜は明確ではない。

・両断層の海底地層の累積変位量は連続的ではな
い。

・海上音波探査，変動地形調査で東傾斜の逆断層と
推定される。

⑨
左横ずれ鉛直NW

鍛冶屋断層

②

考

慮

同時活動

2) 走向方向に5km以
内の分布間隙をもって、
ほぼ一線にならぶほぼ
同じ走向の複数の断層
に相当

2) 走向方向に5km以

内の分布間隙をもって、
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④

⑩

北東側隆
起の

左横ずれ

鉛直NW甲楽城断層

⑪

③

⑧

⑥

⑤

2) 走向方向に5km以

内の分布間隙をもって、
ほぼ一線にならぶほぼ
同じ走向の複数の断層
に相当

2) 走向方向に5km以

内の分布間隙をもって、
ほぼ一線にならぶほぼ
同じ走向の複数の断層
に相当
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5kmルール

⑦
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①

地質状況他
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変位
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東
N-S

和布－
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傾斜走向活断層
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産総研DB「柳ヶ瀬起震
断層（鍛冶屋Sg.）」

地震本部「柳ヶ瀬・関ヶ
原断層帯（中部及び南部
（一部））」，

産総研DB「柳ヶ瀬起震
断層（椿坂峠Sg. ，余呉
川Sg.）」
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14千年※4（産総研）
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活動性

上段：最新活動時期

・地震調査委員会では関ヶ原断層以北，活断層研究
センターでは大清水活動セグメント以北の活断層群
を一連のものとしている。

⑬

考

慮
・（北端） 変動地形の可能性がある地形が鍛冶屋断
層とは不連続。

⑫

左横ずれ鉛直WNW関ヶ原断層

・変動地形の可能性のある地形は連続的でない。

・両者の傾斜は共に鉛直。

・（南端） 変動地形の可能性がある地形が関ヶ原断
層とは不連続。

・（北端） 変動地形調査，地表地質調査で活断層が
北方に向かって分岐状を呈する。

・反射法地震探査，ボーリング調査で活断層が連続
しない。

・両者の傾斜は共に鉛直。

・（南端） 変動地形調査，地表地質調査で活断層が
南方に向かって分岐状を呈する。

・（北端） 尾根・河谷の変動地形が認められない箇
所と考えるが，文献が示す最北端部と安全側に評価。

・ボーリング調査，大規模剥ぎ取り調査で活断層が
認められない。

・断層構造はWNW走向の日野川断層と連続する。

・（南端） 大谷付近の直線谷の断層露頭については，
断層性状から新期の活動はない。

・海上音波探査で横ずれ卓越の断層と推定される。

・両断層の傾斜は地下浅部では異なるが，両者の地
下深部での傾斜は明確ではない。

・両断層の海底地層の累積変位量は連続的ではな
い。

・海上音波探査，変動地形調査で東傾斜の逆断層と
推定される。

⑨
左横ずれ鉛直NW
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内の分布間隙をもって、
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に相当
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※1：甲楽城活動セグメント ※2：余呉川活動セグメント ※3：椿坂峠活動セグメント ※4：鍛冶屋活動セグメント ※5：関ヶ原活動セグメント
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【事例５．１－５：セグメント区分，起震断層の設定の事例５】 

 断層の走向，変位量分布，地質構造に着目して検討した事例である。大陸棚外縁断層と

Ｂ断層については，音波探査記録から大陸棚外縁断層南西方に古い断層が延び，Ｂ断層と

はＴ字状に分布し，両断層が共役の関係にあるとしていた。これに対して，原子力安全・

保安院が実施した音波探査等の結果からは南西方に延びる活構造は確認されず，また，活

構造が連続的で地下の断層面も連続的に推定できること，両断層の累積変位量は連続的で

あるとの指摘がなされた。 

 Ｂ断層と野坂断層間については，両断層間にＲ層（音響基盤）の張出しが認められ，Ｂ

断層の変位量分布が終息しており，両断層をつなぐ構造は認められないとしていた。これ

に対して，両断層は一直線上で各断層の延長部がＲ層張出しの際にあたるため慎重な評価

が必要との指摘がなされこと，また，海上音波探査記録からはＣ層（鮮新世後期～中期更

新世）上面の盛り上がりが認められ，変動があることが否定できないとされた。 

 以上の指摘を踏まえ，野坂断層，Ｂ断層及び大陸棚外縁断層の同時活動を考慮するとし

ている。 

 一方，地震調査研究推進本部地震調査委員会（2003a）で湖北山地断層帯北西部と評価

される敦賀断層と，野坂断層とは，走向が大きく異なり，Ｔ字状に分布すること，野坂断

層と敦賀断層は，地震調査研究推進本部地震調査委員会（2003a,b）ではそれぞれ「野坂

断層帯」と「湖北山地断層帯北西部」として，また産総研の 活断層データベースでは，

「野坂起震断層」と「敦賀起震断層」として，異なるものとして評価していることから，

両断層の同時活動は考慮しないとしている。 
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⑨野坂断層の調査結果概要 （北西方の海域）

傾斜角ほぼ90°

50°～70°程
度で北東傾斜

⑩ Ｂ断層，⑪ 大陸棚外縁断層の調査結果概要 （走向・傾斜・累積変位量）

走向を変える

傾斜角分布図 累積変位量分布図

Ｃ層上面を基準
とした累積変位
量は，南方に向
かって減じ，終
息する

50°～70°程
度で南東傾斜

5km0 5km0
5km0 5km0

構造が南西方に連
続しており，Ｔ字状
の分布形態を示す
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撓曲

変形の及んでいる範囲

配色は以下のとおり最新活動時期を表す
赤色：第四紀完新世の活動が認められる
緑色：第四紀後期更新世の活動が認められる
青色：第四紀後期更新世以降の活動が認められない

基部
頂部

断層

撓曲

変形の及んでいる範囲

配色は以下のとおり最新活動時期を表す
赤色：第四紀完新世の活動が認められる
緑色：第四紀後期更新世の活動が認められる
青色：第四紀後期更新世以降の活動が認められない

基部
頂部

Ｒ層上面コンター図

0 5km0 5km

［F-75･76･78］

N-11G
ｼﾞｵﾊﾟﾙｽ･ﾏﾙﾁ （V.E.≒6）［F-75･76･78］

［F-81］
［F-75･76･78］

［F-81］
延長部延長部

→NESW←

・両断層間には，Ｒ層の張出しが認められ，両
断層をつなぐ明瞭な断層構造は認められない
・Ｒ層の張出しの東側には分岐構造が見られる

N
D
G
M
11

Ｂ 層 上 面

Ｃ１層上面

Ｃ２層上面

Ｒ 層 上 面

凡 例

Ｂ 層 上 面

Ｃ１層上面

Ｃ２層上面

Ｒ 層 上 面

凡 例

数字（角度）は水平・垂
直比が１：１の傾斜角度

V.E.≒6

数字（角度）は水平・垂
直比が１：１の傾斜角度

V.E.≒6

NDGM11
ｼﾞｵﾊﾟﾙｽ･ﾏﾙﾁ （V.E.≒6）

［F-75･76･78］
［F-81］

延長部
→NESW←

［F-81］

N
-1
1G

保安院殿実施の音波探査（JNT-10及び11測線）においても、
「変形構造は認められない」と評価。 ［WG2第21-2-1号］
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⑪ 大陸棚外縁断層の調査結果の概要（海上音波探査記録）

大陸棚外縁断層・Ｂ断層・野坂断層，敦賀断層

約3千年～約4千年
（地震本部）

3.0千年※7，14.0千年※8

（産総研）

約5,600～7,600年もしく

はこれらよりも短い間隔
（地震本部）

7.0千年※12（産総研）

7.0千年※12（産総研）

－

下段：活 動 間 隔

地震本部「野坂断層帯」

産総研DB「野坂起震断層」

－

地震本部「湖北山地断層帯
北西部」

産総研DB「敦賀起震断層」

－

（参考）文献等での評価

右横ずれ

左横ずれ

北東側隆起
の左横ずれ

～

左横ずれ

南東側隆起
の右横ずれ

変位

センス

・樫曲北東方から大谷山南西方までの約23kmと評
価。 （WG2第30-2号 p.82，83）

・走向が大きく異なる（Ｔ字状に分布）。

〔南東端〕 リニアメント延長部で江若花崗岩の健岩
が連続的に分布。 （WG2第30-2号 p.110）

〔北西端〕 海上音波探査で，断層の末端を示唆する
ように分岐状を呈する。 （WG2第30-2号 p.112）

・海上音波探査で，両断層の間にR層の張出しが認

められ，両者をつなぐ構造は認められないが，両断
層は一直線上で各断層の延長部がR層張出しの際
にあたるため、慎重な評価が必要との意見があった。

〔南東端〕 断層の走向が変わる辺りで徐々に累積変
位量が終息する。 （WG2第30-2号 p.119）

〔北西端〕 音波探査で，Ｂ層のﾌﾟﾛｸﾞﾗﾃﾞｰｼｮﾝﾊﾟﾀｰﾝ
に変位・変形が認められないが，このﾌﾟﾛｸﾞﾗﾃﾞｰｼｮﾝﾊﾟ
ﾀｰﾝは水深が100mより深いことから2万年くらい前の

最終氷期に一気に溜まった地層と考えられ，確実に
後期更新世以降の活動がないとは言えない。

（WG2第30-2号 p.114, 115）

・活構造が連続的で，地下の断層面も連続的に推定
できる。

・両断層の累積変位量は連続的である。

（WG2第30-2号 p.120）

〔南西端〕 音波探査記録で，南西方に古い断層が延
び，Ｂ断層とはＴ字状に分布。ただし，原子力安全・保
安院が実施した音波探査等の結果から，南西方に延
びる活構造は確認できない。 （WG2第30-2号 p.119）

⑨

12世紀後半～14世紀末
（北部は少なくとも3万年前

以降活動なし）

鉛直NE敦賀断層

②

考慮しない

考 慮

同時活動

2) 走向方向に
5km以内の分布

間隙をもって、ほ
ぼ一線にならぶ
ほぼ同じ走向の
複数の断層に相
当

④

完新世〔北部〕

北東

〔南部〕

鉛直

NWＢ断層

③

⑧

⑥

⑤

5kmルールの何

れにも該当しない

5kmルールの何

れにも該当しない

関連する

5kmルール

⑦

①

地質状況他

15世紀～17世紀

1963年
越前岬沖地震

活動性

上段：最新活動時期

鉛直NW野坂断層

南東NE大陸棚外縁

断層

傾斜走向活断層

約3千年～約4千年
（地震本部）

3.0千年※7，14.0千年※8

（産総研）

約5,600～7,600年もしく

はこれらよりも短い間隔
（地震本部）

7.0千年※12（産総研）

7.0千年※12（産総研）

－

下段：活 動 間 隔

地震本部「野坂断層帯」

産総研DB「野坂起震断層」

－

地震本部「湖北山地断層帯
北西部」

産総研DB「敦賀起震断層」

－

（参考）文献等での評価

右横ずれ

左横ずれ

北東側隆起
の左横ずれ

～

左横ずれ

南東側隆起
の右横ずれ

変位

センス

・樫曲北東方から大谷山南西方までの約23kmと評
価。 （WG2第30-2号 p.82，83）

・走向が大きく異なる（Ｔ字状に分布）。

〔南東端〕 リニアメント延長部で江若花崗岩の健岩
が連続的に分布。 （WG2第30-2号 p.110）

〔北西端〕 海上音波探査で，断層の末端を示唆する
ように分岐状を呈する。 （WG2第30-2号 p.112）

・海上音波探査で，両断層の間にR層の張出しが認

められ，両者をつなぐ構造は認められないが，両断
層は一直線上で各断層の延長部がR層張出しの際
にあたるため、慎重な評価が必要との意見があった。

〔南東端〕 断層の走向が変わる辺りで徐々に累積変
位量が終息する。 （WG2第30-2号 p.119）

〔北西端〕 音波探査で，Ｂ層のﾌﾟﾛｸﾞﾗﾃﾞｰｼｮﾝﾊﾟﾀｰﾝ
に変位・変形が認められないが，このﾌﾟﾛｸﾞﾗﾃﾞｰｼｮﾝﾊﾟ
ﾀｰﾝは水深が100mより深いことから2万年くらい前の

最終氷期に一気に溜まった地層と考えられ，確実に
後期更新世以降の活動がないとは言えない。

（WG2第30-2号 p.114, 115）

・活構造が連続的で，地下の断層面も連続的に推定
できる。

・両断層の累積変位量は連続的である。

（WG2第30-2号 p.120）

〔南西端〕 音波探査記録で，南西方に古い断層が延
び，Ｂ断層とはＴ字状に分布。ただし，原子力安全・保
安院が実施した音波探査等の結果から，南西方に延
びる活構造は確認できない。 （WG2第30-2号 p.119）

⑨

12世紀後半～14世紀末
（北部は少なくとも3万年前

以降活動なし）

鉛直NE敦賀断層

②

考慮しない

考 慮

同時活動

2) 走向方向に
5km以内の分布

間隙をもって、ほ
ぼ一線にならぶ
ほぼ同じ走向の
複数の断層に相
当

④

完新世〔北部〕

北東

〔南部〕

鉛直

NWＢ断層

③

⑧

⑥

⑤

5kmルールの何

れにも該当しない

5kmルールの何

れにも該当しない

関連する

5kmルール

⑦

①

地質状況他

15世紀～17世紀

1963年
越前岬沖地震

活動性

上段：最新活動時期

鉛直NW野坂断層

南東NE大陸棚外縁

断層

傾斜走向活断層

※7：黒河川活動セグメント ※8：笙の川活動セグメント ※12：野坂活動セグメント

断層

撓曲

変形の及んでいる範囲

配色は以下のとおり最新活動時期を表す
赤色：第四紀完新世の活動が認められる
緑色：第四紀後期更新世の活動が認められる
青色：第四紀後期更新世以降の活動が認められない

基部

頂部

断層

撓曲

変形の及んでいる範囲

配色は以下のとおり最新活動時期を表す
赤色：第四紀完新世の活動が認められる
緑色：第四紀後期更新世の活動が認められる
青色：第四紀後期更新世以降の活動が認められない

基部

頂部

地質調査所実施のエアガンの音波探査記録では，深部に断層が認められると判断した。
しかし，浅部に関しては不明瞭であり，変位・変形について言及するのは難しい。

保安院殿実施の音波探査記録（測線JNT20-17）では，「大陸棚外縁断層の南西延長部
においては，変形構造は確認できなかった。」と評価。 ［WG2第21-2-2号］

大
陸
棚
外
縁
断
層

K-28
地質調査所ｴｱｶﾞﾝ （V.E.≒19）

NW← →SE

[F-68]

K-28
地質調査所ｴｱｶﾞﾝ （V.E.≒19）

NW← →SE

[F-68]

凡 例

K
-28

Ｃ１層上面

Ｃ２層上面

Ｃ３層上面

Ｒ 層 上 面

断 層

凡 例

Ｃ１層上面

Ｃ２層上面

Ｃ３層上面

Ｒ 層 上 面

断 層
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【事例５．１－６：セグメント区分，起震断層の設定の事例６】 

 浦底－内池見断層と敦賀断層については，走向は大きく異なり，浦底－内池見断層は北

東側傾斜，敦賀断層北部は南東側傾斜と推定されることから，地下深部では離隔距離が大

きくなる関係にある。また，力学的には，一方の断層の活動に伴い，他方の断層活動が抑

制される関係にあること，地震調査研究推進本部（2003a）では敦賀断層と称される「湖

北山地断層帯北西部」として，独立行政法人産業技術総合研究所 活断層・地震研究セン

ターの 活断層データベースでは「敦賀起震断層」として区分していること，以上のこと

から同時活動を考慮しないとしていた。 

 これに対して，浦底－内池見断層も敦賀断層も単純な横ずれ断層ではなく逆断層成分も

含んでいることから，敦賀断層の北部と浦底－内池見断層との関係について検討を加える

よう指摘がなされた。 

 これに対して，敦賀断層の北部と南部では地形・地質の状況が異なり，南部で確認され

た断層は後期更新世以降に活動しているが，北部では断層は確認されていないこと，浦底

－内池見断層の南端部付近（文献が示す田結・内池見に相当）と敦賀断層を一連の活断層

とする文献はないこと，岡田（2000）のボーリング調査結果等から田結・内池見と敦賀断

層北部の最新活動時期は異なり，後期更新世における累積変位量には差異があると考えら

れること，から同時活動を考慮しないと判断している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

原子力安全委員会 耐震安全性評価特別委員会 地震・地震動評価委員会及び施設健全性評

価委員会（合同） ワーキング・グループ２（第36回） 

http://www.nsc.go.jp/senmon/shidai/taishin_godo_WG2/taishin_godo_WG2_36/siryo2.pdf 

浦底－内池見断層，敦賀断層

0 5km

①

③

野
坂

断
層

-

B
断

層

柳
ヶ
瀬
断
層三

方
断
層 敦

賀
断

層

Ｃ
断
層

ウツロギ峠北方－池河内断層

浦底－内池見断層

熊川断層

-

白木－丹生断層

美浜
発電所

鍛冶屋断層

もんじゅ

敦賀
発電所

着目断層

②

0 5km

①

③

野
坂

断
層

-

B
断

層

柳
ヶ
瀬
断
層三

方
断
層 敦

賀
断

層

Ｃ
断
層

ウツロギ峠北方－池河内断層

浦底－内池見断層

熊川断層

-

白木－丹生断層

美浜
発電所

鍛冶屋断層

もんじゅ

敦賀
発電所

着目断層着目断層

②

約3千年～約4千年（地震
本部），3.0千年※7～

14.0 千年※8（産総研）

29千年※6（産総研）

下段：活 動 間 隔

考慮しない

同時活動

12世紀後半～14世紀末

（北部は少なくとも3万年

前以降の活動なし）

約4,000年前以降

活動性

上段：最新活動時期

地震本部「湖北山地断
層帯（北西部）」，

産総研DB「敦賀起震

断層」

・NE走向の活断層。

・北部では断層は確認されていない。

・変位センスは北部は南東側隆起，南部は右横ずれ成分卓
越。

・最新活動時期は，北部は少なくとも約３万年前以降は活動
していない（少なくとも約３万年前以降の地層には変位・変形
は認められない）。南部は12世紀後半～14世紀末。

・敦賀断層北部では断層は確認されていない。

・田結・内池見（陸域）と敦賀断層を一連の活断層とする文献
はない。

・両者の走向は大きく異なる。

・両断層とも高角度傾斜の断層であり，浦底－内池見断層は
北東側傾斜，敦賀断層北部は南東側傾斜と推定されることか
ら，地下深部では離隔距離が大きくなる関係にある。

・田結・内池見と敦賀断層北部の最新活動時期及び累積変
位量は異なる。

・力学的には，一方の断層の活動に伴い，他方の断層活動
が抑制される関係にある。

・地震調査研究推進本部においては、敦賀断層を湖北山地
断層帯（北西部）として区分。

・全体としてはNW走向の活断層。

・岡田（2000）＊によれば，田結・内池見（陸域）については，
活断層の存否について，現状確定的な結論を示すことは困
難としている（地すべりの可能性も指摘）。

・田結・内池見の変位センスは逆断層。

・田結・内池見の最新活動時期は，（陸域）ではAT（約2.6～
2.9万年前）降灰以降。（海域）ではＢ層堆積以降～Ａ層堆積
以前（後期更新世）。

・田結・内池見の上下方向の累積変位量は，（陸域）ではK-
Tz（約9.5万年前）を含む地層で約10m。（海域）ではＢ/Ｃ層境
界（上部/中部更新統境界）で約10m。

②

地震本部「浦底－柳ヶ
瀬山断層帯（一部） 」，

産総研DB「浦底－柳ヶ
瀬山起震断層（一部） 」

（参考）文献等での評価

右横ずれ鉛直NNE敦賀断層 ③

5kmルールの何れにも

該当しない

関連する

5kmルール

①

地質状況他

左横ずれ

変位

センス

鉛直
NW～

ＮＮＷ

浦底－

内池見断層

傾斜走向活断層

約3千年～約4千年（地震
本部），3.0千年※7～

14.0 千年※8（産総研）

29千年※6（産総研）

下段：活 動 間 隔

考慮しない

同時活動

12世紀後半～14世紀末

（北部は少なくとも3万年

前以降の活動なし）

約4,000年前以降

活動性

上段：最新活動時期

地震本部「湖北山地断
層帯（北西部）」，

産総研DB「敦賀起震

断層」

・NE走向の活断層。

・北部では断層は確認されていない。

・変位センスは北部は南東側隆起，南部は右横ずれ成分卓
越。

・最新活動時期は，北部は少なくとも約３万年前以降は活動
していない（少なくとも約３万年前以降の地層には変位・変形
は認められない）。南部は12世紀後半～14世紀末。

・敦賀断層北部では断層は確認されていない。

・田結・内池見（陸域）と敦賀断層を一連の活断層とする文献
はない。

・両者の走向は大きく異なる。

・両断層とも高角度傾斜の断層であり，浦底－内池見断層は
北東側傾斜，敦賀断層北部は南東側傾斜と推定されることか
ら，地下深部では離隔距離が大きくなる関係にある。

・田結・内池見と敦賀断層北部の最新活動時期及び累積変
位量は異なる。

・力学的には，一方の断層の活動に伴い，他方の断層活動
が抑制される関係にある。

・地震調査研究推進本部においては、敦賀断層を湖北山地
断層帯（北西部）として区分。

・全体としてはNW走向の活断層。

・岡田（2000）＊によれば，田結・内池見（陸域）については，
活断層の存否について，現状確定的な結論を示すことは困
難としている（地すべりの可能性も指摘）。

・田結・内池見の変位センスは逆断層。

・田結・内池見の最新活動時期は，（陸域）ではAT（約2.6～
2.9万年前）降灰以降。（海域）ではＢ層堆積以降～Ａ層堆積
以前（後期更新世）。

・田結・内池見の上下方向の累積変位量は，（陸域）ではK-
Tz（約9.5万年前）を含む地層で約10m。（海域）ではＢ/Ｃ層境
界（上部/中部更新統境界）で約10m。

②

地震本部「浦底－柳ヶ
瀬山断層帯（一部） 」，

産総研DB「浦底－柳ヶ
瀬山起震断層（一部） 」

（参考）文献等での評価

右横ずれ鉛直NNE敦賀断層 ③

5kmルールの何れにも

該当しない

関連する

5kmルール

①

地質状況他

左横ずれ

変位

センス

鉛直
NW～

ＮＮＷ

浦底－

内池見断層

傾斜走向活断層

＊ 岡田篤正（2000）：敦賀市東方，中池見凹地の地形・地質調査（概要版）※6：浦底－柳ヶ瀬山活動セグメント ※7：黒河川活動セグメント ※8：笙の川活動セグメント

http://riodb02.ibase.aist.go.jp/activefault/index.html�
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原子力安全委員会 耐震安全性評価特別委員会 地震・地震動評価委員会及び施設健全性評

価委員会（合同） ワーキング・グループ２（第30回） 

http://www.nsc.go.jp/senmon/shidai/taishin_godo_WG2/taishin_godo_WG2_30/siryo2-5.pdf 

経済産業省 総合資源エネルギー調査会 原子力安全・保安部会 耐震・構造設計小委員会 

地震・津波，地質・地盤合同ワーキンググループ Ｃサブグループ（第14回） 

http://www.nisa.meti.go.jp/shingikai/107/3/4/014/14-3.pdf 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ ウツロギ峠北方－池河内断層～⑤ 浦底－内池見断層の走向・傾斜（海域部）

60～90°東傾斜

60°程度で西傾斜

・台地状の高まりの東縁
及び西縁に分布する断
層は，それぞれ西側及び
東側に傾斜

・東縁の断層の方が傾斜
はやや緩い

0 2km0 2km

内池見

越坂

樫曲

田結

井川

余座 雨谷

0 2km0 2km

雨谷

黒河川

折戸谷

赤坂山

大谷山

敦賀断層に関する地質調査結果

敦賀断層北部

敦賀断層南部

リニアメント位置の基盤岩に破砕
は見られず，横断する安山岩岩脈
にも変位は認められない（Loc.t-1）

基盤岩を覆う堆積物（年代不明）に変
位は認められない（杉山1997）

基盤岩を覆う約3万年前以降の堆積物に変
位は認められない（杉山1997，杉山他1998）

0 5km0 5km

敦
賀
断
層
北
部

敦
賀
断
層
南
部

節理密集部となり，断層
の不連続が推定される

最新活動時期は12世紀後半～14
世紀末とされている（杉山他1988） 断層推定位置に分布する湿地堆積物（約5万

年前以前）に変位は認められない（Loc.T-7）

断層破砕部に平滑な断層面は認
められない（Loc.Tt-6，Loc.Tt-7）

古期扇状地堆積物と花崗岩
が断層関係で接する（Loc.T-2）

新期扇状地堆積物を変
位させている（Loc.T-3）

断層を覆って約1万年前の扇状地堆積物が
分布するが変位は認められない（Loc.T-5）

花崗斑岩と美濃－丹波帯を境する破砕部
に平滑な断層面は認められない（Loc.Tt-5）

基盤岩中の破砕部に平滑な断層面が見られ
るが，断層面の不連続が認められる（Loc.T-4）

後期更新世以降の活動を確認した箇所
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経済産業省 総合資源エネルギー調査会 原子力安全・保安部会 耐震・構造設計小委員会 

地震・津波，地質・地盤合同ワーキンググループ Ｃサブグループ（第14回） 

http://www.nisa.meti.go.jp/shingikai/107/3/4/014/14-3.pdf 

② 田結・内池見（陸域）と敦賀断層の関係に関する文献の見解

a. 新編 日本の活断層（活断層研究会編，1991）

b. 近畿の活断層（岡田・東郷編，2000）

c. 活断層詳細デジタルマップ（中田・今泉編，2002）

d. 都市圏活断層図（国土地理院，2005）

e. 敦賀市東方，中池見凹地の地形・地質調査（概要版）（岡田，2000）

f. 湖北山地断層帯の長期評価について（地震調査委員会，2003）

→ 田結・内池見（陸域）を示す文献（上記b.～f.）においては，田結・内池見（陸

域）と敦賀断層を一連の活断層とはしていない

田結・内池見（陸域）と敦賀断層を一連の活断層とする文献はない。

他機関が実施した地質調査の位置図

0 1km

敦
賀

断
層

北
部

反射法地震探査（笙の川）
（地質調査所1997）

反射法地震探査（井川）
群列ボーリング（井川）
（地質調査所1997,1998）

群列ボーリング（内池見）
（岡田2000） 樫曲

内池見

中池見

敦賀平野

田
結

・内
池

見
（
陸

域
）

0 5km

敦
賀

断
層

北
部

敦
賀

断
層

浦
底

－
内

池
見

断
層

敦
賀

断
層

南
部

浦
底

田
結

・内
池

見

0 5km

敦
賀

断
層

北
部

敦
賀

断
層

浦
底

－
内

池
見

断
層

敦
賀

断
層

南
部

浦
底

田
結

・内
池

見

0 5km

敦
賀

断
層

北
部

敦
賀

断
層

浦
底

－
内

池
見

断
層

敦
賀

断
層

南
部

浦
底

田
結

・内
池

見

0 5km

敦
賀

断
層

北
部

敦
賀

断
層

浦
底

－
内

池
見

断
層

敦
賀

断
層

南
部

浦
底

田
結

・内
池

見
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経済産業省 総合資源エネルギー調査会 原子力安全・保安部会 耐震・構造設計小委員会 

地震・津波，地質・地盤合同ワーキンググループ Ｃサブグループ（第14回） 

http://www.nisa.meti.go.jp/shingikai/107/3/4/014/14-3.pdf（一部修正） 

田結・内池見（陸域）の活動履歴（岡田2000）

K-Ah（約7,300年前）

AT（約2.6～2.9万年前）

DKP（約5.8～5.9万年前）

K-Tz（約9.5万年前）

ボーリング調査

最新活動時期：AT降灰時期

（K-Ahを含む地層が変位・変形を受けているかは不明）

傾 斜：東傾斜

上下平均変位速度：0.06～0.10m/1,000年

敦賀断層北部の活動履歴（杉山ほか1998）

杉山ほか(1998)※
・敦賀断層北部の井川において，反射法地震探査（1997）及びボーリング調査（1998）を実施。
・その結果，敦賀断層北部は少なくとも最近の約3万年間は活動していないと判断される。
・調査データから判断する限り，敦賀平野東縁の山地－平野境界には断層そのものが存在しない可能性が
高いと考えられる。しかしその一方で，断層活動以外の成因により，敦賀平野東縁の直線的な地形境界の形
成を説明し得るだけのデータは今のところ得られていない。

杉山雄一・吉岡敏和・寒川旭・佐竹健治（1998）：敦賀断層の活動履歴調査，地質調査所速報，no.EQ/98/1（平成9年度活断層・古地震研究調査概要報告書），101-112

産総研承諾第60635130-A-201206005-001号(H24.6.5) 



 104

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

原子力安全委員会 耐震安全性評価特別委員会 地震・地震動評価委員会及び施設健全性評

価委員会（合同） ワーキング・グループ２（第36回） 

http://www.nsc.go.jp/senmon/shidai/taishin_godo_WG2/taishin_godo_WG2_36/siryo2.pdf 

（参 考）力学的検討

・地盤を弾性体と仮定し，断層運動に伴う地盤内の応力変化（クーロン破壊応
力変化ΔCFF）を求めた。

・断層の運動方向については，断層の走向・傾斜と広域応力場との関係や地
形・地質の状況から設定（浦底－内池見断層は北東側隆起成分を含む左横ずれ断層，敦

賀断層は南東側隆起成分を含む右横ずれ断層と推定）。

・その結果，活動を想定する断層の運動に伴い，レシーバ断層の運動は抑制さ
れる（ΔCFFが負になる）結果となった（浦底－内池見断層北部についても，北部断層を

レシーバ断層とした場合のΔCFF図において，抑制側に位置していることを確認）。

敦賀断層

敦
賀

断
層

浦
底

－
内

池
見

断
層 浦底－内池見断層

（活動を想定する断層）浦底－内池見断層（傾斜90°）

→ （レシーバ断層）敦賀断層（傾斜90°）

（活動を想定する断層）敦賀断層（傾斜90°）

→ （レシーバ断層）浦底－内池見断層（傾斜90°）

・解析コード：Coulomb2.5
・圧縮軸の向き：東西方向

・摩擦係数：0.6
・ポアソン比：0.25
・地盤の剛性率： 3.2×1010N/m2

ΔCFF（×105Pa）は，起震断層に１ｍの変位量を
与えた場合の深度11kmの水平スライスにおける値

活動を想定する断層

レシーバ断層

赤 字 すべり角

活動を想定する断層

レシーバ断層

赤 字 すべり角

45
°

65
°135° 125° 45°

65°

135
°

125
°

45°

65°

135
°

125
°

0° 左横ずれ

90° 縦ずれ

180°右横ずれ

断層面

上
盤

側
の

す
べ

り
方

向

すべり角

上盤側の
断層面

上
盤

側
の

す
べ

り
方

向

すべり角

0° 左横ずれ

90° 縦ずれ

180°右横ずれ

断層面

上
盤

側
の

す
べ

り
方

向

すべり角

上盤側の
断層面

上
盤

側
の

す
べ

り
方

向

すべり角
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【事例５．１－７：セグメント区分，起震断層の設定の事例７】 

 右横ずれの卓越する長大活断層のセグメント区分に際して，断層の屈曲，分岐及び他の

断層との交差，第四紀堆積盆，断層の変位センス及び平均変位速度等を総合した検討を行

い，特に断層の分岐・屈曲などのジョグに着目してセグメント区分を行っている。 

 なお，地震動評価におけるモデル化に際しては，基本震源モデルの長さを両端の引張性

ジョグの中央付近までの 54km とし，隣合う活動セグメントとの連動を最長で伊予灘～金

剛山地の約360kmまでを基準地震動の評価上考慮している。 

 

 
豊予海峡
ｾｸﾞﾒﾝﾄ

三崎沖
引張性
ｼﾞｮｸﾞ

串沖
引張性
ｼﾞｮｸﾞ

重信
断層

正断層
一部横ずれ断層含む

全般に北落ち優勢 南 南 北 南

直

線

状

無 有 有 無
ﾌﾟﾙｱﾊﾟｰﾄ
ﾍﾞｰｽﾞﾝ

最新
約6千年前

以降

1つ前

2つ前

3.3～5.0

横ずれ変位量
(m/回)

－

横ずれ変位速度
(mm/yr)

－

直線状
直線状

岡村断層
と並走

雁行配列
右屈曲
(分岐)

分
岐

左屈曲
分
岐

右屈曲

1.0-1.4

4.9千年前～3世紀

1～8世紀

9世紀以降

直線状

2.5

ﾌﾟﾙｱﾊﾟｰﾄ
ﾍﾞｰｽﾞﾝ

3.5～7千年前

南落ちと北落ちの断層に挟まれた地溝・バルジの形成
（断層帯全体として南北で顕著な縦ずれ変位は見られない）

活動様式

縦ずれ変位の向き
（落ち方向）

分布形態

第四紀堆積盆

変
位

0.8-1.6

平均活動間隔
(千年)

－

伊予ｾｸﾞﾒﾝﾄや
伊予灘ｾｸﾞﾒﾝﾄより
活動性が低いと

推定される

約1万年前
以降

14世紀以降

2.0 4.0

ギ

ャ
ッ
プ

ギ

ャ
ッ
プ

海/陸

走向

活
動
時
期

南北

右横ずれ断層

川上－小松
断層

陸海

伊予断層

東北東－西南西

2.5

(0.6-0.7)
※

無 －

6.2千年前
～11世紀

2.8-4

11世紀
以降

(3.5-4.0)※

2～3.5千年前

無

伊予ｾｸﾞﾒﾝﾄと同程度以下の
活動性と推定される

分
岐

伊予灘
ｾｸﾞﾒﾝﾄ

北東－南西

並走配列
別府湾活断層系

と斜交

右屈曲
（分岐）

雁行配列
右
屈
曲

雁行
配列

断層名

性状

 
 

豊予
海峡

ｾｸﾞﾒﾝ
ﾄ

三崎沖

引張性

ｼﾞｮｸ
ﾞ

敷地前面海域の断層群

串沖

引張性

ｼﾞｮｸ
ﾞ

伊予ｾｸﾞﾒﾝ
ﾄ

重信

引張性

ｼﾞｮｸ
ﾞ

川上ｾｸﾞﾒﾝ
ﾄ

23km
13km

42km

13km

23km

36km

地質学的断層性状区分

12km

強震動予測における
基本震源モデル

長さ54km

強震動予測モデル

引張性ジョグ

圧縮性ジョグ

引張性ジョグ

圧縮性ジョグ

経済産業省 総合資源エネルギー調査会 原子力安全・保安部会 耐震・構造設計小委員会 

地震・津波，地質・地盤合同ワーキンググループ（第40回） 

http://www.nisa.meti.go.jp/shingikai/107/3/040/40-2.pdf 
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【事例５．１－８：セグメント区分，起震断層の設定の事例８】 

 地質構造，重力異常に着目して検討した事例である。警固断層帯北西部と壱岐北東部の

断層群の連続性に関して，前者は左横ずれで累積性のある明瞭な断層構造が連続するのに

対し，後者は全体的に断層の走向は一定せず，累積性及び連続性に乏しい。重力異常は大

局的に北東-南西方向に連続する高重力及び低重力の領域が認められ，北西-南東走向の警

固断層帯北西部はこれらに対して直交し，調和的な傾向は認められない。このような地質

構造の違い，重力異常の分布，Ｂ層の基底面の形状などから両断層は連続しないと判断し

ている。 

 なお，不確かさの検討として，念のため，これらの断層の同時活動についても考慮（長

さ約110km）している。 
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原子力安全委員会 耐震安全性評価特別委員会 地震・地震動評価委員会及び施設健全性評

価委員会（合同） ワーキング・グループ３（第33回） 

http://www.nsc.go.jp/senmon/shidai/taishin_godo_WG3/taishin_godo_WG3_33/siryo3_3.pdf 
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【事例５．１－９：セグメント区分，起震断層の設定の事例９】 

 断層の位置関係，活動履歴，地質構造，重力異常に着目して検討した事例である。Ｆ－

Ａ断層及びＦ－Ｂ断層の連続性に関して，重力異常において，両断層周辺では連続する構

造が認められるものの，前期更新世の地層であるＣ層の層厚分布の形態等からは，両断層

が連続する構造は認められず，後期更新世以降の活動が認められる両断層の離隔は 5km以

上であることから，両断層は連続しないと判断している。 

 なお，不確かさの検討として，念のため，これらの断層の同時活動についても考慮（長

さ約40km）している。 
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原子力安全委員会 耐震安全性評価特別委員会 地震・地震動評価委員会及び施設健全性評

価委員会（合同） ワーキング・グループ３（第40回） 

http://www.nsc.go.jp/senmon/shidai/taishin_godo_WG3/taishin_godo_WG3_40/siryo5-1.pdf  
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【事例５．１－１０：セグメント区分，起震断層の設定の事例１０】 

 八代海の断層群を，陸域に分布する断層との構造対比や走向･傾斜及び累積変位量の特

徴等を総合的に検討することにより，Ａセグメント（日奈久断層延長海域），Ｂセグメン

ト（八代海中央海域）及びＣセグメント（八代海南方海域）の３つのセグメントに区分し

ている。Ａセグメント及びＣセグメントについては，それぞれ陸域の断層との連続性を考

慮するなど個別に評価している。 

 なお，不確かさの検討として，念のため，布田川・日奈久断層帯～八代海の断層群～長

島断層群，笠山周辺断層群が一連で活動する場合（約120km）についても評価している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

原子力安全委員会 耐震安全性評価特別委員会 地震・地震動評価委員会及び施設健全性評

価委員会（合同） ワーキング・グループ３（第40回） 

http://www.nsc.go.jp/senmon/shidai/taishin_godo_WG3/taishin_godo_WG3_40/siryo5-2.pdf  
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５．２ 断層モデルのパラメータの設定 

 

 前項までの調査結果に基づき，断層モデルのパラメータ設定に資するため，データの

整備を行なう。 

 断層モデルのパラメータのうち，調査から設定することができるものとしては，長

さ，すべり角，断層面の傾斜角，アスペリティの位置等がある。ただし，いずれのパラ

メータも調査結果から一義的にパラメータの数値を決定できるとは限らず，範囲を限定

するに留まることに注意する必要がある【事例５．２－１～３】。 

 

 

〔解説〕 

 長さについては，5.1 考慮すべき断層の長さの評価に基づき評価する。すべり角，断層

面の傾斜等の断層モデルのパラメータを調査結果から推定する場合は，以下のような考え

方がある。いずれの場合も，もっとも蓋然性が高い，基本モデルのケースの推定であり，

不確かさを考慮するケースや念のために確認する場合のパラメータを調査結果のみから特

定することには，限界があることに注意する必要がある。更に，もっとも蓋然性が高いと

いってもその程度は，パラメータごと，断層ごとに違いがある。特に地震 PSAにおいて，

調査結果から特定したパラメータを使用する場合には，何らかのばらつき，信頼性につい

て示すことが望ましい。 

 パラメータは，断層周辺の地質構造や広域応力場との整合性について考慮される必要が

あるが，規模の大きな地震によって広域応力場が変化する可能性があること，また，局所

的に周囲の応力場と異なる可能性があることに留意が必要である。 

 なお，設定したパラメータを使用したシミュレーションを行い，調査結果との比較によ

るパラメータの検証が有効である場合もある。 

 

（１）すべり角 

 すべり角の設定に当たっては，地表又は地下浅部の断層のずれセンスが参考となる。

ただし，横ずれ断層，逆断層とも，断層の端部付近では，本来のずれセンスとは別の

見かけのずれセンスを伴うことがあることに注意する必要がある。 

 

（２）断層面の傾斜角【事例５．２－４，５】 

 断層面の傾斜角の設定に当たっては，地表又は地下浅部の断層の傾斜が参考となる。

また，地表における断層の平面的な形状が，直線性が高いと断層の傾斜は高角度であ

る傾向がある。 

 地下浅部から深部へは，傾斜が変化することが多いことに注意する必要がある。 

 地下浅部に明瞭な断層面が存在せず，撓曲構造のみが存在する場合，地下深部の断

層面の形状推定には，バランス断面法（例えば，岡村（2000））による検討が参考とな

る場合がある。ただし，バランス断面法では，一義的な解が得られないことが多いこ

とに注意する必要がある。 

 断層に伴う地表の変形域の幅が広い場合には，断層面の傾斜は低角度である傾向が

ある。 

 横ずれ断層の場合，地下浅部付近ではフラワー構造状の構造を示し，個々の断層面

の傾斜と地下深部の断層面の傾斜が異なることがあることに注意する必要がある。 

http://www.gsj.jp/Pub/Bull/vol_51/51-0203_03.pdf�
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 調査結果，地質構造から推定される物質境界は，力学境界と必ずしも一致しない場

合があることに注意する必要がある。 

 

（３）アスペリティの位置【事例５．２－６】 

 アスペリティの位置の設定に当たっては，断層沿いの平均変位速度の分布が参考と

なる。 

 平均変位速度の算出に当たっては，実変位量から求めることが望ましい。ただし，

断層の傾斜に不確定性が大きい場合には，実変位量の不確定性も大きくなることに注

意する必要がある。 

 地表における変位量は，地表近くの地盤状況により大きく異なる場合があることに

注意する必要がある。 

 また，特に横ずれ断層における変位基準（河川，尾根等）の形成年代の推定には慎

重な検討が必要である。 

 平均変位速度が求められない場合でも，地表の変位・変形が相対的に大きく，明瞭

な箇所は，平均変位速度が相対的に大きい箇所とみなすこともできる。 

 なお，震源断層の深部にアスペリティがあったとしても，そこでの変位量は地表の

変位量には反映されないことに注意する必要がある。 

 

（４）その他 

 単位変位量は，過去の活動における1回当たりの縦ずれ又は横ずれ変位量のいずれか

大きい方の値で評価することを原則とする。単位変位量により地震のマグニチュード

を求めることがあるが，その場合の単位変位量の算出に当たっては，当該箇所が当該

活断層の過去の活動を代表している箇所か否か，変位量が断層変位以外の要因を含ん

でいる可能性がないか否か，過去の活動回数の認識に重複や不足はないか等について

慎重な検討が必要である。 

 断層幅は，地震発生層や弾性波速度構造をもとに決められる【事例５．２－７】。 

 なお，地表の活断層の分岐形状等の地表形態から，その活断層が活動した時の破壊

開始点の位置を推定する方法の研究例として，横ずれ断層の場合，断層の枝分かれの

平面的な形状により，破壊開始点を推定できるとしたものがある（中田他，1998）。 

 

http://www.journalarchive.jst.go.jp/jnlpdf.php?cdjournal=jgeography1889&cdvol=107&noissue=4&startpage=512&lang=ja&from=jnltoc�
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〔事例〕 

【事例５．２－１：活断層の不明瞭な内陸逆断層の評価事例】 

 2008 年岩手宮城内陸地震（M7.2）の震源域を対象に，活断層の不明瞭な内陸逆断層型

地震の震源断層評価を行った。河成段丘面の高度分布に着目し，TT 値が急増するゾーン

及び対応する新第三紀層の急傾斜帯から逆断層の上端部とその広がりを推定できる可能性

を指摘した。また，地質構造を縦断する地下構造探査により地震発生層の変化に対応する

堆積層厚の急変を認め，セグメンテーションに有効と評価した。 

 

 

土木学会 原子力土木委員会 活断層評価部会
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【事例５．２－２：活断層の未成熟な地域における横ずれ型地震の評価事例】 

 1943 年鳥取地震（M7.2）の震源域を対象に，活断層の未成熟な地域における横ずれ型

地震の震源断層評価を行った。平野を挟んで両側にほぼ同走向の活断層が認められるが，

変動地形の明瞭度など多くの点で両者に差異が認められるため，平野を挟んで震源上端深

さの異なる二つの活動セグメントから成ると推定した。 

 
 

 
土木学会 原子力土木委員会 活断層評価部会 
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【事例５．２－３：海陸境界部における逆断層型地震の評価事例】 

 2004年留萌支庁南部の地震（M6.1）の震源域を対象に，海陸境界部における逆断層型

地震の震源断層評価を行った。沿岸部の非対称な褶曲構造（撓曲構造）を海陸で一体的に

捉え，その前翼部で中位段丘面を切る活断層を副次的な逆向き低崖として評価した。震源

断層の長さは，この逆向き低崖及び撓曲構造の長さから推定でき，前翼部の張り出しを解

析的に再現しうるモデルとして，低角で地表に達しない逆断層が想定できるとした。 

 

 

 

 
 

土木学会 原子力土木委員会 活断層評価部会 
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【事例５．２－４：地震調査研究推進本部のレシピ】 

 地震調査研究推進本部地震調査委員会（2009）の震源断層を特定した地震の強震動予測

手法（「レシピ」）では，震源断層モデルの傾斜として以下を示している。 

 反射法探査結果など，断層の傾斜角を推定する資料がある場合にはそれを参照する。ま

た，周辺にある同じタイプの断層から傾斜角が推定できる場合にはそれらを参照する。そ

れらの資料が得られない場合は，断層のタイプ（ずれの方向）により次に示す傾斜角を基

本とする。 

 

① 逆断層：45° 

② 正断層：45° 

③ 横ずれ断層：90° 

 

 ただし，周辺の地質構造，特に活断層の分布を考慮し，対象断層とその周辺の地質構造

との関係が説明できるように留意する。また，「長期評価」により，「低角」又は「高角」

とある場合には，上記の点に留意して，それぞれ 0°～30°，60°～90°の範囲内で設定

する。 

http://www.jishin.go.jp/main/chousa/09_yosokuchizu/g_furoku3.pdfhttp:/www.jishin.go.jp/main/chousa/09_yosokuchizu/g_furoku3.pdf�
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【事例５．２－５：断層の傾斜角の検討事例】 

 近接する白木－丹生
に ゅ う

断層とＣ断層の傾斜角について，断面図による活断層分布の検討か

ら，周辺の地質構造が形成されるように，その活動を妨げないよう活断層分布を考慮した

結果，白木－丹生断層及びＣ断層は概ね 60°程度の高角度傾斜が適切であるとしている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

原子力安全委員会 耐震安全性評価特別委員会 地震・地震動評価委員会及び施設健全性評

価委員会（合同） ワーキング・グループ２（第30回） 

http://www.nsc.go.jp/senmon/shidai/taishin_godo_WG2/taishin_godo_WG2_30/siryo2-8.pdf 

 

断面図による活断層分布の検討（断面位置図）

0 10km

a a’

b b’

c c’

白木－丹生断層、Ｃ断層と東側のウツロギ峠北方－池河内断層等との関連から断層傾斜角を模式断面図上で示す

【a－a’模式断面図】
（Ｃ断層，白木-丹生断層，ウツロギ峠北方-池河内断層付近）

【b－b’模式断面図】
（Ｃ断層，白木-丹生断層，ウツロギ峠北方-池河内断層付近）
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原子力安全委員会 耐震安全性評価特別委員会 地震・地震動評価委員会及び施設健全性評

価委員会（合同） ワーキング・グループ２（第30回） 

http://www.nsc.go.jp/senmon/shidai/taishin_godo_WG2/taishin_godo_WG2_30/siryo2-8.pdf 

【c－c’模式断面図】
（Ｃ断層，白木-丹生断層，ウツロギ峠北方-池河内断層付近）
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断面図による活断層分布の検討

Ｃ断層については、長さが長くなる
北東部～南部の系列で代表させている。

傾斜角範囲一覧

約
55°

約
65°

約
70

°

約
85

°

白木－丹生断層、Ｃ断層と東側のウツロギ峠北方－池河内断層等との関連から断層傾斜角を模式断面図上で示す

⑦ 白木－丹生断層、⑧ C断層傾斜角のまとめ

【地震調査研究推進本部における傾斜角の設定】

・周辺の地質構造、特に活断層の分布を考慮し、
その周辺の地質構造が説明できるように留意し、
「低角」の場合は 0°～30°、
「高角」の場合は60°～90°の範囲内で設定。

断面図による検討から、周
辺の地質構造が形成される
ように、その活動を妨げない
よう活断層分布を考慮した
結果、白木－丹生断層およ
びＣ断層は概ね60°程度の

高角度傾斜が適切である。

白木－丹生断層およびＣ断層は不確かさも考慮したうえで、
高角逆断層で60°傾斜として設定する。

ただし、Ｃ断層については、55°のケースも不確かさとした検討を実施する。
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【事例５．２－６：アスペリティ配置の検討事例】 

 右横ずれの卓越する長大活断層のアスペリティ配置に際し，ジョグ以外の区間で地表の

右横ずれ単位変位量の大きいところにアスペリティを配置している。 
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１回あたりの右横ずれ変位量

整数倍

整数倍
整数倍

整数倍 整数倍(m) 累積変位量

堤・後藤(2006)が示す変位量

堤・後藤(2006）
による断層分布

七山ほか(2002）
による断層分布
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田
断
層

岡
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層
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断
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ん
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ん

伊方発電所

ジョグ以外の区間に配置 堤・後藤(2006)の地表変位量が
大きいところに配置

トレースから小セグ
メント境界と解釈

周囲に比べて変位
量が小さことが確認
されているためアス
ペリティを配置しない

南隆起←→北隆起
小セグメント
境界に設定

ジョグ

 

経済産業省 総合資源エネルギー調査会原子力安全・保安部会耐震・構造設計小委員会 

地震・津波，地質・地盤合同ＷＧ Ａサブグループ（第28回） 

http://www.nisa.meti.go.jp/shingikai/107/3/1/028/28-3.pdf 
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【事例５．２－７：震源断層評価に関わる余震分布と地震波速度構造の評価事例】 

 2004年新潟県中越地震と2007年新潟県中越沖地震の稠密余震観測データを統合して，

高分解能の地震波トモグラフィー解析を実施した。余震分布の上盤側に見られる厚い低速

度領域を日本海拡大時の地殻の引き延ばしによって形成されたリフト堆積物，一方，Vp

が 5.7km/s以上の高速度領域を30Ma以前の基盤岩と解釈している。基盤岩上面（白実

線）は階段状にその中央部で最も深くなっており（DCT），余震の並び，基盤岩上面形状，

基盤岩内部の速度変化から基盤岩内の傾動ブロック境界（白点線）が推定される。余震分

布は，DCTより東側では約60度の西傾斜，西側では約35度の東傾斜でブロック境界に一

致して並ぶことから，ブロック境界が現在の圧縮場で逆断層として再活動したと評価して

いる。今後は，まだ地震の起こっていないブロック境界が震源断層になりうると指摘して

いる。 

 

 
 

 
 

中越地震震源域から中越沖地震震源域にわたる地震波速度（P波）の広域・深部構造 

（Kato, A.et al. 2009）

http://www.agu.org/pubs/crossref/2009/2008GL036450.shtml�


 121

６．調査の信頼性及び調査結果の表示様式 

 

 本節は，原子力安全委員会「耐震設計審査指針」，「安全審査手引き」等の要求事項を

踏まえた調査結果の記載方法，調査計画へのフィードバックの考え方について示す。 

 安全審査手引きでは，調査の信頼性に関して，（1）調査の実施機関・体制が十分な能

力・信頼性を有していること，（2）調査手法については，技術の進歩を踏まえ適切に選

択されていること，（3）調査の原資料については，目的に応じた十分な精度，信頼性を

有していることが求められている。図表等の資料作成に当たっては，これら要求事項に

対して十分説明できるようにしなければならない。 

 調査の結果，得られた成果について詳細に検討を行い，必要に応じて，調査の計画か

ら再度検討を行う。また，調査の過程において新知見等が得られた場合には，再評価の

必要性について検討を行う。 

 敷地周辺調査の結果は次の図に表示する。 

 

① 敷地から少なくとも半径 30km 範囲の原縮尺 1/20 万以上の活断層の疑いのある地形

の分布図 

② 敷地から少なくとも半径30km範囲の原縮尺1/20万以上の地質図 

③ その他，地質・地質構造に関する評価に必要な図面 

 

 なお，敷地から半径 30km の範囲を超えて敷地に影響を与えることが予想される活断層

が存在する場合には，該当活断層に関する資料を含む。 

 敷地近傍調査の結果は次の図に表示する。 

 

① 敷地から少なくとも半径 5km範囲の原縮尺 1/25,000 以上の活断層の疑いのある地形

の分布図 

② 敷地から少なくとも半径5km範囲の原縮尺1/25,000以上の地質図 

③ その他，地質・地質構造に関する評価に必要な図面 

 

 なお，敷地近傍調査の結果は敷地周辺調査と整合的であること。 

 敷地内調査の結果は次の図に表示する。 

 

① 炉心予定位置から少なくとも半径1km範囲の原縮尺1/5,000以上の地質図 

② その他，地質・地質構造に関する評価に必要な図面 

 

 なお，敷地内調査の結果は敷地近傍調査と整合的であること。 

 海域調査結果は次の図に表示する。 

 

① 発震点等の視認性が高い測線図 

② 調査で得られた全ての反射断面図及び解釈断面図 

③ 地質層序区分根拠（試錐データ等及び展開した測線の解釈断面図） 

④ 各層の等深線図，層厚分布図 

 

 

 

http://www.nsc.go.jp/shinsashishin/pdf/1/si004.pdf�
http://www.nsc.go.jp/shinsashishin/pdf/1/101220_1.pdf�
http://www.nsc.go.jp/shinsashishin/pdf/1/101220_1.pdf�
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〔解説〕 

 調査結果については，各種資料が十分な精度と信頼性を有していることを示す必要があ

る。 

 変動地形学的調査結果については，判読した地形要素を明示するとともに，地形面の変

形・傾斜方向，比高についても必要に応じて記載すると分かりやすい。 

 地質図の作成に当たっては，JIS A 0204（日本規格協会，2008a），JIS A 0205（日本規

格協会，2008b），JIS A 0206（日本規格協会，2008c）等が参考となる。 

 海域調査結果については，測線図や反射断面図は大きくて視認性のよい図面での確認が

必要となる場合がある。特に断層の後期更新世以降における活動性を評価する際の判断に

は，大きなサイズの図面を用意するとよい。更に，当該測線と交差する測線がある場合に

は，交差位置を反射断面図及び解釈断面図に記載するとよい。 

 断層の端部や傾斜角は，地震の規模を設定する基本的な情報であり，その認定根拠を示

す必要がある。端部や傾斜角を認定するために実施した調査については，各地点で得られ

たデータの断層帯全体における位置づけを整理し，調査地点の代表性・妥当性を説明でき

るようにする。 
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７．プレート間地震に関する調査 

 

 プレート間地震は，活動間隔が数百年以内のものが多く，歴史記録から地震規模や震

源領域を推定することが可能である場合が多いため，歴史記録等を検討する必要があ

る。また，歴史記録が存在しない場合でも，古地震学的調査，考古学的調査，敷地周辺

の海成段丘の分布や津波堆積物等の資料を検討する。 

 プレート間地震の評価においては，隣り合う震源領域が連動して，より規模の大きな

地震を引き起こすことがあるため，震源領域の最大規模の連動を適切に設定する。 

 

 

〔解説〕 

 プレート間地震の位置，形状，単位変位量，活動間隔を設定する際には，海底地質構造

並びに海底の変動地形学的証拠，海岸の隆起・沈降等の変動地形学的証拠，重力異常・地

震波速度構造・微小地震分布・発震機構解分布・地震時及び地震間の地殻変動等の地球物

理学的データを十分に考慮して設定する。また，想定すべき最大規模の連動は，地震や津

波の観測記録及び歴史記録，津波堆積物等の地質学的証拠等に基づいて設定する。 

 プレート間地震では海底に分岐断層が露出する場合が知られていることから，海底地形

図や弾性波探査記録を用いて，分岐断層の分布と形状についても検討する必要がある【事

例７－１，２】。 

 津波堆積物によるプレート間地震の推定については，北海道東部の太平洋岸における津

波堆積物からの千島海溝の地震の例（佐竹他，2004）や，東北地方石巻平野や仙台平野に

おける津波堆積物からの日本海溝の地震の例（行谷他，2010）等がある。 

 プレート間地震の設定については，中央防災会議や地震調査研究推進本部地震調査委員

会で議論されており，参考となるので，それらの動向を注視する必要がある。 

 

http://unit.aist.go.jp/actfault-eq/seika/h15seika/pdf/17_29satake.pdf�
http://unit.aist.go.jp/actfault-eq/seika/h21seika/pdf/namegaya.pdf�
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〔事例〕 

【事例７－１：プレート間地震に分岐断層を付加して評価した事例１】 

 御前崎段丘の隆起・傾動について，内陸地殻内の分岐断層の活動を伴ったプレート間地

震に起因するとして，内陸地殻内に「御前崎海脚東部の断層帯」を想定している。 

 また，完新世段丘の高度から推定される局所的な地殻変動について，プレート間地震と

御前崎海脚東部の断層帯の活動によって説明している。 

 完新世段丘の旧海面高度についてはハイドロアイソスタシーの影響，地層の形成年代に

ついては海生生物のリザーバ―効果の影響について検討を加えている。 

 完新世段丘の隆起速度については，プレート間地震及び付随する分岐断層の活動間隔に

ついて，不確かさを考慮し複数のパターンを想定し，安全側の評価を行っている。 

 

敷地周辺海域の主要な活断層と中央防災会議における想定東海地震のモデル 

経済産業省 総合資源エネルギー調査会 原子力安全・保安部会 耐震・構造設計小委員会 

地震・津波，地質・地盤合同ワーキンググループ（第39回） 

http://www.nisa.meti.go.jp/shingikai/107/3/039/39-2.pdf 
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完新世段丘の隆起に関する調査結果 

経済産業省 総合資源エネルギー調査会 原子力安全・保安部会 耐震・構造設計小委員会 

地震・津波，地質・地盤合同ワーキンググループ（第38回） 

http://www.nisa.meti.go.jp/shingikai/107/3/038/38-5-2.pdf 

 

海水面高度変化を踏まえた隆起速度の補正 

経済産業省 総合資源エネルギー調査会 原子力安全・保安部会 耐震・構造設計小委員会 

地震・津波，地質・地盤合同ワーキンググループ（第46回） 

http://www.nisa.meti.go.jp/shingikai/107/3/046/46-4.pdf（一部加筆） 

○Ｃ 日本第四紀学会
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ハイドロアイソスタシーを考慮した隆起速度の補正について 

経済産業省 総合資源エネルギー調査会 原子力安全・保安部会 耐震・構造設計小委員会 

地震・津波，地質・地盤合同ワーキンググループ（第48回） 

http://www.nisa.meti.go.jp/shingikai/107/3/048/48-2.pdf 

 

地形変形シミュレーションの結果 

経済産業省 総合資源エネルギー調査会 原子力安全・保安部会 耐震・構造設計小委員会 

地震・津波，地質・地盤合同ワーキンググループ（第48回） 

http://www.nisa.meti.go.jp/shingikai/107/3/048/48-2.pdf 
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【事例７－２：プレート間地震に分岐断層を付加して評価した事例２】 

 地震調査研究推進本部地震調査委員会（1998，2010）では，富士川河口断層帯の地震時

の変位量が 7m程度あるいはそれ以上であると推定されることや，海溝型地震と連動して

同時に活動すると推定していることなどから，同断層帯をプレート間地震と関連させて，

断層モデルを用いた手法による地震動評価を実施している。具体的には，プレート間地震

の震源の不確かさとして，想定東海・東南海・南海地震（中央防災会議（2003）による地

震規模：Mw8.7）に富士川河口断層帯を付加したケースを設定している。 

 

 

 

経済産業省 総合資源エネルギー調査会 原子力安全・保安部会 耐震・構造設計小委員会 

地震・津波，地質・地盤合同ワーキンググループ（第1回） 

http://www.meti.go.jp/committee/materials/downloadfiles/g71012a10j.pdf 

 

 

 

http://www.jishin.go.jp/main/chousa/katsudansou_pdf/43_fujikawa.pdf�
http://www.jishin.go.jp/main/chousa/katsudansou_pdf/43_fujikawa_2.pdf�
http://www.bousai.go.jp/jishin/chubou/nankai/16/index.html�
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